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はじめに
機械工業1）は一国の産業発展における「マザーインダストリー」といわれ
る。機械工業系企業の量的な充実と多様性および技術水準の向上は、各国の
産業政策における重要な政策目標とされる2㌔
例えば民需分野では、農業生産性を高めるために人力、富力による耕作、
収穫からトラクターやコンバインなどの農業機械への転換が求められる。農
業生産量を増加させるためには、化学肥料や農薬を生産する各種装置、プラ
ントを製造する能力が必要である。さらに、収穫物を消費地に運搬する鉄道
やトラックなどの輸送用機械、収穫物を原料とした食品加工機械、商品を保
存、販売する際の冷凍・冷蔵装置や検査装置、計量装置など、そして、機械
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装置を稼働させるために必要なエネルギーを供給する発電装置や熱供給装置、
石油精製装置などは、すべて機械工業製品である。
一国の産業の「工業化」は、財の大量生産と生産性の向上を目指すもので
あるから、機械工業は「工業化の基盤」であり産業発展の原動力である。そ
して「工業化の基盤」である機械工業自体も大量生産と生産性の向上が追求
される。機械工業製品を構成する部品の大量生産と生産性の向上には金型産
業3－が重要な役割を担う。金型、金型部品、治具、工具といったツール（道
具）や工作機械を製作する技術は、機械工業にとっての基盤技術といえる。
大連市をはじめ中国産業地域の「工業化」の進展はめざましく、機械工業
の発達が産業発展の重要な牽引力となっている地域も多い。大連市の機械工
業の場合、「国有機椀工業」に加え、90年代以降に大量に進出した「外資系
機械工業」と、卸年代末から2㈱年初期にかけて創業あるいは国有企業や集
体企業の改革によって叢生した「私営、民営機械工業」4）の3つのセクター
が観察される。
本稿では、質的な高度化に向かう大連市機械工業における金型産業の実態
と地方政府の産業政策について注月する。第1章では、大連市梼械工業にお
いて金型産業が叢生し成長している背景を分析し、第2幸から4章では、私
営金型メーカーの創業、国有および集体企業の金型部門の改革、日系金型
メーカーの進出についてケーススタディを行う。そして、第5章では、現在
の大連市金型産業の評価と金型産業支援施策への提案を行う。
第1章　大連市金型産業の叢生と支援政策
第1章では、大連市機械工業において金型産業が叢生し成長している背景
を分析し、大連市政府の金型産業支援政策について見ていく。
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（1）大連市金型産業の成長背景
大連市の機械工業が国有企業を中心としていた80年代までは、金型、金型
部品、治具の製作は企業内部の一部門に内包されていた。切削工具を専門に
生産する国有企業は存在したが、金型製作を専業とするメーカーは存立して
いなかった。
鍋年代に入り、港湾条件に優れ大連経済技術開発区の整備が進む大連に、
日系セットメーカーの進出が続き量産組立工場を配置していく。進出当初の
量産組立工場は日本や欧米への輸出基地としての役割を期待され、必要とす
る原材料、部品の多くは日本や中国周辺諸国・地域から大連に持ち込まれた。
セットメーカーの量産組立工場では、現場の教育・訓練を重ね組立技術・
技能の蓄積を疎め、より複雑で多様な製品組立に展開していった。扱う製品
の量と種類が増えるにつれ、部品の現地調達を求めていく。多種多量の部品
を、輸送コストをかけて輸入するのではなく、外注や購買管理がしやすい現
地調達を増やそうとするのは当然の流れである。
「セットメーカーの誘致の次は、中小企業を主とする部品加工業の集積形
成が重要」とのアドバイスや、進出したセットメーカーから部品加工業の充
実が必要とする意見5）を受けて、大連市政府は大連経済技術開発区内に貸工
場を中心とする「部品工業拭地」の整備を進めていく。05年現在、部品工業
用地には135社が入居し、そのうち日系企業は39社が進出している6㌧
これまで日系セットメーカーは、部品加工の基盤である金型を価格が高く
とも日本などから輸入していた。その理由は、大連に技術力のある金型専業
メーカーがいなかったこと、国有企業の金型部門への外注は金型設計思想の
違いや納期、品質、精度、修理などのアフターサービスなどの面で不安が
あったためである。
しかし、部品加工業が充実していく中で、セットメーカーやプラスチック
部品加工、プレス部品加工、鋳造・鍛造を行う加工業では金型や治工具をよ
り安く、より早く調達したいとするニーズが高まっていく。
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金型市場の拡大と金型メーカーの叢生
中国のWTO加盟を前後して、セットメーカーの事業所は輸出拠点として
の機能とともに、中国国内市場向けの製造拠点としての機能を備えるため、
大連事業所の二次、三次投資を進めていく。追加投資では、国内市場向け製
品の組立のみならず、商品企画、製品・部品設計、国内営業などの充実を図
る企業が現れてきた。
製品や部品の設計機能を内在させた事業所では、設計図面を海外の金型
メーカーに送り、金型製作、部品試作、設計変更などの打ち合わせや確認、
発注契約を行い、金型を輸入するコストと時間を削減しようと考える。部品
加工を受注する加工業も金型の現地調達を求められることになる。金型の現
地調達ニーズがいっそう高まったのである。
金型需要の拡大に反応し、日本の金型メーカーや大連現地の私営・民営接
械工業が金型製作に展開しはじめている。金型製作には、一連の工作槻械設
備と金型設計や機械加工の経験と蓄積のある技術者、技能者が必要である。
単純な組立・配線や繰り返し加工の場合、未熟練工と生産管理、労務管理の
投入によって一定の仕事が成立するが、金型製作は資本集約的、技術集約的
な事業なのである。設備や人材への初期投資が比較的大きいため、確実な金
型市場と一定以上の仕事量が見込まれないと金型専業メーカーは存立しえな
い。
大連市機械工業では、日系セットメーカーを中心とする金型需要が拡大す
ることにより、金型メーカーが叢生するための必要条件を充足したと見るこ
とができる。また、実際に金型メーカーが叢生するためには、需要側の条件
とともに供給側の条件充足が必要である。以下で金型供給側の叢生条件を見
ていく。
（2）金型メーカー叢生のパターン
金型メーカーおよび金型関連企業の叢生には、3つのパターンが見られる。
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第一に、「私営企業」の金型メーカーの創業である。第二に、「国有企業と集
体企業」の所有制改革にともなう民営化である。第三に、「外資企業」の進
出である。
第一の叢生パターンである私営金型メーカーの創業は、国有企業改革と開
年の憲法改正による私営企業の認知が重要な背景となっている。地方国有企
業や軍需工業の金型部門あるいは機械加工部門の技術者が私営金型メーカー
を創業するパターンである。
国有企業改革は、各部所属の大型国有企業に先駆けて地方政府所属の中小
国有企業改革が取り組まれた。地方国有企業改革の成否は地方経済の盛衰に
関わる重大な関心事項である。様々な改革努力がなされ、功を奏した取り組
みもあれば、混乱を増したものもある。本業以外の部門の独立採算制への移
行＜分流＞、一時帰休＜得業＞など痛みをともなう企業改革の過程で、技術、
能力に自信があり、年齢が比較的若い人材が金型需要の拡大を察知し自分の
将来展望に挑戦するため、所属単位を離脱し私営金型メーカーを創業してい
る。
また、実力のある若い人材とともに、国有企業の技術者であった退職者が
私営金型メーカーを創業している。9年に私営企業（個人企業を含む）の法
的認知がなされたことを契機に、自分の「夢」であった企業創業を実行した
という場合もある。
第二の叢生パターンは「国有企業と集体企業」の所有制改革にともなう民
営化である。国有企業や集体企業が株式制や株式合作制へ移行するのにとも
ない資本集中を進め集団公司を形成する流れがある一方、株式を所有した従
業貞が部門、職場の経営権を握り金型メーカーとして分離独立する流れがあ
る。後者の場合、金型製作の経験が深い部門責任者が企業代表者になってい
る。
第三の叢生パターンは「外資企業」の進出である。金型需要の拡大に応じ
て独資企業あるいは合弁企業として金型メーカーを創業している。
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大連の金型メーカーの叢生パターンで最も数が多いのは私営企業の創業で
ある。大連の金型産業は、専業、兼業を含めて私営企業を中心に約160社とさ
れ、そのうち日系金型メーカーは5～6社が進出しているといわれる7）。
表1．に、今回、訪問ヒアリングを行った金型メーカーの基本属性を示し
た。表の上部7社が「私営企業」の創業、表の中部3杜が「国有企業と集体
企業」の所有制改革にともなう民営化、表の下郡3社が「外資企業」の進出
である。
（3）大連市の金型産業支援政策
中央政府は、長期経済発展戦略を沿海地区開放に代表される不均衡発展戦
略から、地域経済の均衡発展戦略に力点を移し西部大開発を打ち出した。こ
れに続いて旧年、東北地域振興を国の現代化戦略とすることを明らかにした。
東北地域に属する大連市は、沿海港湾都市の重点開発都市として糾年に対
外開放され、日本企業をはじめとする多くの外資導入に成功し、他の東北地
域、都市に先行して地域経済発展に成功した。地域経済の均衡発展戦略を進
めるにあたって、大連市は外資企業を中心とする量産組立・輸出基地から、
東北地域の機棟工業の基盤を担う新たな役割が期待されている。機械工業の
基盤である金型産業の発展、高度化は東北地域振興にとって重要な意味を持
つ。
東北地域等旧工業基地振興戦略
中央政府は2∝I3年10月5日、中国共産党第16期≡中全会にて東北地域等旧
工業基地振興く東北地区等老工業基地振興＞について政策決定を行い、「東
北地域等旧工業基地振興戦略に関する若干の意見＜中共中央国務院美子実施
東北地区等老工業基地振興的若干意見＞」を下達した。
東北地域を慄別、浦東、西部地域に続く第四の経済成長点として位置づけ、
鋸年からの5年間の第一期1（氾プロジェクトに、国債発行による約600億元を
投入することとしている。
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さらに、第二期197プロジェクト（総額約470億元）を策定中である。
表2．東北地域等旧工業基地振興戦略における100プロジェクト
地域　　　　国家投資案件数　　　総投資複（万元）
遼寧省
書林市
黒龍江省
合計
52
11
37
1（氾
4，420，698
勤4，429
1，074，8糾
6，039，991
資料：日中東北開発協会
表3．大連市の東北地域等旧工業基地振興戦略17プロジェクト
企業名　　　　　　　　　プロジェクト内容　　　　総投資（万元）管轄
大連造船重工有限責任公司
大連新船重工有限責任公司
大連亜明汽車部品製造有限公司
大連重工起垂集団有限公司
瓦軸集団公司
大連旋盤集団公司
大連氷山集団
大連盛大集団美米開発有限公司
大連礎明集団有限公司
大連海昇果兼有限責任公司
大連韓偉企業集団有限公司
遼寧大連セメント有限公司
中国石油大連分公司
大連三科科技発展有限公司
塗装、擬装、パイプ加工工場の建設。
6（刀トン門型クレーン増設ほか。
船殻製造能力の増設、船舶擬装埠頭
の増築、情報化促進ほか
数倍制御鋳造設備、槻械加工、探傷
設備等の増設
大型鋳鋼部品生産能力の増加
鉱山用、工作機械用ペアリング、棉
密ペアリングの晶質向上
NC工作機械の購入、新工場建設
農産物冷凍プラントの改造、各種工
作横椀の購入
トウモロコシ加工製品設備
畜産加工設備導入、加工豚肉年産
8．∝0トン、肉製品年産1．5万トン
果物、野菜加工設備導入。浪縮果汁
年産2，000トン
鶏卵・鶏肉粉加工設備の導入。生卵
年産12万トン、鶏肉粉年産千トン
日産5．（X沿トンの生産能力形成
ロシア度合徳原油粕艶技術の改造
SK系列ナノ微粒子竣能塗装ライン
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75，（沿0　　中央
45．（X氾　　中央
6，5（泊　　地方
42，（氾0　　地方
18，800　　地方
19，6（刀l＋地方
10，（X氾　　地方
30，720　　地方
12，624　　地方
8，5∝）　地方
18．盟0　　地方
50，000　　地方
919，134　　中央
17，240　　地方
大化集鮪阻責任公司　　霊認諾霊草、合成アンモニア19・鮎7　地方
大連振邦弗素塗料株式有限公司　フッ素塗料生産設備、施設の建設　　　16，〔沿0　　地方
大連緑樹化学株式有限公司　㌻誓書産3㈱トン・FQA年蜘　tg湖6　地方
総投資額合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，319，361
資料：日中東北開発協会
東北地域等旧工業基地振興で位置付けている戦略業種は、次のとおりであ
る81。大型石油化学生産基地＜大型石化生産基地＞、高品質鋼材生産基地く
精品鋼材生産基地＞、近代的な設備製造業基地＜現代装備製造業基地＞、先
進的な国際水準の船舶生産基地＜国際先進水平的船舶生産基地＞、自動車お
よび自動車部品企業の組織化と強化＜汽車和零部件生産企業連合童組、倣強
倣大＞、安全な農副産品生産基地＜安全農副産品生産基地＞、科学技術成果
の産業化＜加快科技成果産業化＞、医薬工業。
中央政府の政策に基づいて大連市人民政府は、大連市の旧工業基地の振興
目標を発表している9，。そこでは「1つの中心」「4つの基地」の構築を目標
としている。「1つの中心」とは、北東アジアにおける重要な国際海運セン
ターの構築であり、「4つの基地」とは、大型石油化工産業基地、電子情報
産業とソフトウエア基地、先進設備製造業基地、船舶製造基地の構築を目標
としている。
この中で金型産業支援政策の重要な背景となるのが先進設備製造業基地の
構築である。先進設備製造業基地については、次のように示されている。
「大連市では機械製造業は伝統的な優位性のある産業です。現在、大連の所定規模以
上の工業企業で売上高が10億元以上を超えた企業は21社あります。旧工業基地を振興す
る中で、大連は大連機関車、マシンツール、重工・クレーン、瓦房店軸受、氷山集団など
の大型支柱企業に頻ってハイテクと先進通用技術による軌道交通、デジタルコントロー
ルマシン、大型機械、自動車部品などの重点業界、支柱企業の改造を加速し、自主の創造
能力を強化し、比較的強い競争力のある近代装備製造業の基地を形成します。現在の基
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礎と優位性を充分に掘り出し発揮させ、国内外での市場競争力の向上をめざし、東北地区
の大型装備の製造工費のために良好な港と物流環境を創建します。内陸の大企を引き寄
せて、大連と共同で世界一流の先進装備製造業の基地を造ります。」
旧工業基地振興が上位計画であるため、国有機械製品メーカーの改造を基
軸にして先進設備製造業基地を構築しようとしていることが読み取れる。実
際に機械製品メーカーが国内外での市場競争力を備え成長していくためには、
製品メーカーと部品加工業の社会的な分業体制が充実する必要がある。金型
メーカーをはじめ、専門加工技術に特化した多様な中小部品加工業の叢生、
成長を促進しなければならない。
この点、大連市政府は金型産業支援として03年より大連金型工業団地の整
備を進め、各種優遇措置と提供し、国内外の中小部品加工業の集積促進を
図っている。
大連金型工業団地
大連金型工業団地は、大連市政府の地域産業政策に基づいて国内外の金型
メーカー、金型関連企業の集積形成をねらい工業用地を整備、供給するもの
である。大連経済技術開発区に計画面接193haの用地を確保し、製造、研究
開発、教育、物流、団地管理を一体的に整備することを目標として03年に建
設を開始している。
「工業団地」としているが工業用地の分譲だけではなく、標準工場の賃貸
と分譲、物流サービス、技術コンサルティングサービス、生活サービス（社
宅、従業員寮、食堂など）、管理サービスなどを含む総合的な機能配置を計画
している。金型工業団地は次の3つの分区で構成される。
第一分区は「41号小区」ともいわれ、敷地面積13ha、許容延べ床面積91，0佃
がである。国内外の金型メーカー10社が用地購入と自社工場建設を始めて
いる。10社のうち、今臥訪問ヒアリングを行った企業が6社、そのほか
ローカル企業4社である。
第二分区は「金港工業萬区」であり、敷地面積10ha、延べ床面積62，∝沿
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ポの標準工場が建ち並び、機械加工業を含む26社（うち日系企業9杜）が入
居している。
第三分区は計画段階である。敷地面積43haのなかに標準工場（貸工場）用
地、分譲工業用地、加工サービス、物流サービス、技術コンサルティングサー
ビス、生活サービス、管理サービスのための用地を配置している。
このうち、標準貸工場用地は約16ha、大中型（延べ床面積紺乳0側が）、
中小型（約27，000mf）、超精密金型向け（約21，（X泊が）の貸工場を建設する
計画である。土地使用権の分譲工業用地は、進出する企業の総投資額によっ
て建物占有面積を規定し、その建蔽率に対応する工業用地を分譲することと
している。また、一定規模以上の敷地面積となる場合に用地を分譲すること
としている。開発区の限られた土地の不動産投機を防止し、土地の高度利用
を求めるための措置である。
金型工業団地への入居を促進するために、大連経済技術開発区の優遇政策
に加えて特別な優遇政儀せ用意している。開発区の優遇政策は、1）企業所
得税の減免　2）地方所得税の減免　3）再投資税の還付　4）利益送金税の
免除　5）自社用輸入設備の免税　6）特別償却　がある。
これに加えて、金型工業団地の特別優遇政策は、1）土地使用権譲渡価格
の優遇　2）標準工場の家賃補助・免除　3）工場建設あるいは標準工場購入
のための貸し付けの利子補填　4）標準工場購入代金の支払い延長　である。
大連市政府では、上記のような金型メーカーの集積形成を誘導するための
ハード、ソフトの優遇政策を用意している。そして、金型製作には優秀な金
型技術者、技能者の安定的な育成、供給が重要であるとして「金型技術育成
学校」という金型人材養成プログラムを実施している。金型人材養成プログ
ラムについては、第5車で触れる。
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図1．大連金型工業団地の配置計画
第2童　私営金型メーカーの創業
第2章では、私営金型メーカー7社の創業についてケーススタディを行う。
起業家精神を発揮し私営企業を創業した経営者は「一国一城の主」としての
自信と責任感に溢れていた。「E】系メーカーの厳しい仕事に挑戦し技術力を
高めたい」「生産現場の社貞の成長こそが競争力の源泉だ」というように、
技術を追求する真蟄な姿勢を失わず日々の経営努力を重ねている様子が伺え
た。
大連機械工業に中小企業経営者が登場している。彼らは日本の中堅・中小
企業経営者の経営思考、経営行動を共有できる可能性が高い。日本の中堅・
中小企業の新たな事業パートナーが現れたのである。
（1）国有企業退職技術者の劇薬意欲　～大連笠芸精密模塑制造有限公司
大連笠芸精密模塑制遣有限公司は1999年8月、大連経済技術開発区内にあ
る建物の地下室を賃借して私営企業として創業した。大連開発区における私
営金型メーカーの登録第1号であった。初期投資額80万元、呉順久董事長と
子息の総経理ほか6名、機械設備6台からのスタートである。私営企業の創
業に対する銀行融資の利用は困難な状況にあるため、創業資金はすべて呉氏
夫妻と2名の子息の自己資金である。
呉氏は38年、長春市生まれ、65年に書林機械大学機械科を卒業後、成都兵
器加工廠に配分された。成都勤務時代に日本、マレーシア、欧州の金型メー
カーの視察団に加わったことがある。呉氏夫妻は糾年に大連顕像管廠（ブラ
ウン管工場）に転属となり、中堅社員として働き、呉氏自身は98年に定年退
職するまで金型部門を担当した。同願は国有企業改革で「大顕集団」となり、
呉氏は従業員持株制にて株式を保有した。その株式売却益は創業資金の一部
となった。
大連顕像管厳は東芝との技術提携関係にあり、提携内容には金型技術も合
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まれていた。金型職場にいた呉氏は海外の金型メーカー視察経験とあわせて
中国の金型技術が大幅に遅れていることを痛感していた。「一般日用雑貨レ
ベルの金型はできるが高精度、超精密な金型の設計、製作には一層の努力と
挑戦が必要である」「定年後には自身で金型メーカーを立上げ中国の金型技術
の向上に貢献したい」「技術が遅れている分野だけに今後の急成長が期待でき、
創業しても事業を拡大できる」と考えた。
こうした独立創業の展望を描いていたので、子息は南昌航空工業学院金型
科に進ませ93年に卒業、中国筆録・松下鏡像機有限公司の金型課に2年間勤
務し、その後、シンガポールの利星集団で金型設計・製作の実践経験を積ん
だ。シンガポール行きは利星集団が中国から金型技術者を募集しており、そ
れに応募し採用されたものである。
6年間の成長経緯
99年に創業を果たした当社の成長スピードは速い。01年には金型工場（プ
ラスチック金型、プレス金型）を現在の貸工場に移転し、さらに大連経済技
術開発区内の部品工業団地の貸工場にプラスチック成形工場、プレス加工工
場（委託加工）の3工場と長春市に事務所を展開している。金型工場は3交
替24時間操業である。
従業員は総勢201名、金型設計10名、金型製作100名、機械加工部門と管理
部門で91名である。加工部門の従業月は大連の機械系専門学校や大学卒業者
からなり、平均年齢は26、7歳である。
創業後初めての受注は、大連パンチ工業のプレス板金加工であった。パン
チ工業に営業し加工仕事を受注したのだが、不良品を出して大赤字となった。
金型製作に関する最初の仕事は、大連日本電産からの発注であった。この仕
事が評価され大連経済技術開発区の日系企業に当社の存在が知れ渡ることに
なる。その後、マブチモーター、キヤノン、アルパイン、スター精密、東芝、
サンヨーから金型発注が続き、さらに、青島ハイアール、長春一汽・フォル
クスワーゲン合弁企業など、取引先はすべて外資系メーカーとなっている。
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餉年の売上高は約2，0（氾万元に達し、その内訳は金型85％（プレス金型85
％、プラスチック金型15％）、加工15％（プレス加工、成形加工）である。糾
年にハイテク企業＜高新技術企業＞の認定を受け、05年にはI SO9001を取
得した。
当社の発展はきわめて順調であったようにみえる。しかし、これまでの経
営途上において苦しかったことが多く、事業をやめようと思ったことが何度
もあった。そのつど、創業の意志を思い返し、壁を乗り絶えてきた。呉董事
長は「事業拡大するという経営者の“決意”が大切だ」「これまで自分のた
めに頑張ってきた。今後は子息のために頑張る」とこれまでの6年間と今後
を語る。まさに頑張る中小企業経営者の言葉である。
金型設計”金型製作一部晶加工まで
当社がアピールする点は、金型設計、金型製作～部品加工まで一貫して受
注生産できることである。まず、金型の設計は次の3つのパターンがある。
第一は、部品図面を捷供され、それを金型図面に展開する。第二は、金型図
を提供される。これは、金型補修の場合に多い。第三は、サンプル部品を提
供され、それをもとに部品図を起こし、さらに金型図面に展開する。例えば、
長春一汽・フォルクスワーゲン合弁企業からはギアチェンジ・ハンドル部品
のサンプルを提供され、その金型製作を依頼された。発注価格は高いがリス
クも大きく技術を必要とする仕事であった。
各種図面は3次元CAD情報で送られてくる場合が多い。当社もCAD情
報で受け取る方が作業をしやすいので、極力、CADデータを提供してもら
うようにしている。
金型製作では、CNCマシニングセンター4台（マザック）、ワイヤーカッ
ト放電加工機8台（ソディック4台、アジエ4台）、放電加工機7台（ソ
ディック2台、アジエ3台ほか）、高速細穴加工機（アジエ）、NC研磨機8
台（三井精機2台、台湾建徳工業5台、杭州机床廠1台）、平面研削盤（岡
本）、外筒研磨機（済南市第四机床願）、NCミーリングマシン3台（斉斉蛤
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ホ第二机床厳、北京儀表机床厳）などを装備している。また、測定器関係は
ミツトヨ製を揃えており、三次元測定器、投影器、工具顕微鏡などである。
こうした加工設備、測定装置により、電極精度±1，0㈱分の2、金型精度±
1，∞0分の5、加工精度±100分の1を達成しているとする。04年の新規金型
の製作実績は210型であった。
製作した金型を用いて部品加工をあわせて受注することもある。成形工場
には55～368トンの射出成形機8台（震雄、台湾製）を備えている。金型製
作と加工を受注する場合、金型代と加工代は、それぞれの見積りを提出して
契約する。いわゆる「売り型」10）を中心としている。
また、当社には日本のプラスチック成形メーカーなどから金型の発注があ
り、輸出も行っている。金型輸出の経緯は次のようであった。オムロンが取
引している名古屋の成形メーカーが大連オムロンを訪問し大連の金型メー
カーについて相談、大連オムロンは当社を紹介した。成形メーカーは当社の
金型工場を見学し製作実横を認め金型を発注する。納品した金型の品質、価
格はオムロン本社購買部の知るところとなり、大連オムロン向けの金型も発
注することとなった。決済はオムロン本社と行っている。
今後の展開
日本への金型輸出の案件は少なくないのだが、現在のところ大連を中心と
した日系メーカー向けの仕事で生産能力が一杯である。輸出を含め拡大する
需要に対応するために、自社工場の建設と新規設備投資が必要となっている。
現在、大連経済技術開発区41号小区に自社工場を建設中であり、05年中に完
成予定である。新規設備投資以外の総投資額は約1，700万元、投資資金の一
部は3年間の短期融資だが借り入れができた。工場土地面積は18，000mで、建
物延べ床面積13，∝朴が、従業員は600名を予定している。
勢いのある大連金型産業の成長の中で、当社は第1号の大連私営金型メー
カーとして次の拡大展開に向かっている。主要顧客ターゲットは日系メー
カーである。日系メーカーは品質管理や納期管理は厳しいが、発注内容が高
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度であるので自社の技術や経営能力を高めることができるとする。また、中
国メーカーや香港メ一式卜一の支払いは不安定であり、ともすれば支払ってく
れない場合も多い。しかし、日系メーカーのコスト管理は厳しいが決滴は正
確であり信用が厚いとする。
当社は今後の事業拡大に日本の金型メーカーの投資を歓迎している。例え
ば、新工場の一部を使ったジョイントベンチャー方式を提案している。
（a　国有企業技術者のスピンアウト創業　～井上模具有限公司
井上模具有限公司の総経理、劉秦平氏の前職は航空機関係の軍需国有企業
の技術者である。劉氏は1958年、西安市生まれ。蘭昌航空学院を卒業後、軍
需国有企業の西安飛機発動樺顧（航空機エンジン工場）に配属され、エンジ
ン製作、金型製作に従事した。お年に大連の国有企業に配置転換となり、妻
と共に大連市民となった。
当地で就業、生活するなかで、大連は西安と較べ早くから対外閲放し外資
導入によって都市の発展活力が強いこと、新たな事業を立ち上げるチャンス
が多いこと、劉氏自身は若く自信があり国有企業で活躍することの限界を感
じていたことから、私営金型企業の創業をイメージしていた。
92年、所属する国有企業を退職し、大連市区内の貸工場にて金型設計、製
作を行う私営企業（個体戸）を単独で創業した。国有企業単位を被れるとい
うことは、国の保障や優遇的地位を放棄し、すべて自分自身の実力と責任の
もとで状況を切り拓いていくことに他ならない。いわば、中国のベンチャー
企業家が登場したのである。当時、劉氏の周囲では国有企業を離脱しベン
チャー企業を創業するケースが少なくなかったという。
努力の蓄積により徐々に事業を拡大し2∝沿年には現在の工場建物を購入、
飢年にハイテク企業＜高新技術企業＞の認定を得た。従業員は設計15、6名、
金型製作50名、プレス加工30名、事務管理営業20名の陣容で100名を超えて
いる。
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当社の金型製作
当社の製作する金型は約30％が開発区内の日系企業向け、鋳造塾を主力に
輸出が約70％を占める。輸出先の商社を経由してEU（ドイツ）の自動車部
品、航空機エンジン部品の錬造型を輸出している。西安飛機発動機廟がEU
メーカーと協力関係にあり、そのルートをたどり取引成約にこぎつけたもの
である。日系メーカー向けにはプレス金型とプレス加工、鋳造型では天津ト
ヨタおよびトヨタ本社に納めたことがある。
EUメーカーの鋳造部品の図面は、三次元CAD情報もしくは二次元の図
面ファイルがインターネットで送信されてくる。当社で金型図面に置き換え、
加工データを作成している。主要な加工設備として、ソディックの放電加工
機2台、北京阿春夏のワイヤーカット放電加工機4台、HAAS（米）、H
URCO（米）、CABORE（台湾）のCNCフライス盤3台、溶陽第‾
机床願のNC旋盤2台などである。こうした設備編成のもとで年間1∝ト2（泊
セットの金型を製作している。
日本人技術者OBの採用
05年1月から当社の金型部に一人の日本人技術指導者が入っている。金型
製作で40年のキャリアを有する小河原氏（揖歳）である。かつて小河原氏が
駐在していた大連日系企業と当社は取引関係があり、劉総経理は氏が定年退
職されたのを横に金型製造部長として迎えたものである。
日本人技術者OBの採用は各地の中国企業で広まっているが、当社の場合、
次のような状況である。まず、就業査証および居留者証は1年毎の更新が求
められ、手続きは比較的簡単である。社会保障についての詳細は本人と相談
のうえ決めていくとしているが、年金は日本の年金を受けとることが基本と
なろう。健康保険、失業保険の扱いはこれから調整すべき課題となっている0
個人所得税は中国所得税法の規定どおりに納めることになるが、日本側の
手続きがどうなるのかは本人との相談、検討が必要である。実際、まだ正式
な雇用契約、給与契約を結んでいない状態だが、中国人部長の給与水準2～
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3，∝氾元を勘案して決めることになるという。現在、住宅は会社持ちでホテ
ルに居住しているが、今後、日本人技術者OBを募集する予定であるため、
社宅（マンション）を購入することとしている。
金型市場、金型業界、金型メーカーの成長・拡大のスピードが速いので、
社内では設計、製作、生産管理などの専門人材の養成が追いつかない。そこ
で、当社は専門人材として日本人技術者OBに期待を寄せているのである。
（3）個人企業から金型専業メーカーへ展開　～大連恒新精密模具制造有限
公司
大連恒新橋密模具利達有限公司の総経理、江刷氏は1960年生まれ。大連顕
像管廠（現在、大顕集団）の金型技術者であった。金型を必要とする日系
メーカーが大連に集積していることに着目し、92年に甘井子区に個体戸（個
人企業）の「大連西岡城益模具廠」を創業した。資本金は3万元、江氏が全
額出資した。創業当初は仲間の工場の設備を借りて部品加工を行い、自社で
は金型設計と組立のみの操業であった。
01年に大連経済技術開発区の現在地に移転、法人化して私営企業の「大連
恒新精密模具利達有限公司」となる。現在の資本金600万元、100％江氏の所
有である。
マシニングセンター2台（台湾三菱電機）、放電加工機2台（北京アジエ）、
ワイヤーカット放電加工機3台（ソディック、北京迫蒙、蘇州金馬機械）、
NC放電孔開機1台（北京阿奇）、NCフライス盤2台（北京第一机床厳，
析江若新机床廠）、平面研削盤2台（杭州机床廠）、円筒研削盤および投影式
研削盤各1台（上海第三机床廠）、NC旋盤1台（濾陽第一机床廠）、普通旋
盤2台（大連机床廠）などを装備し、ロストワックス塑（売上高の約的％）、
プラスチック、ダイカスト、プレス金型の設計・製作を専業としている。
顧客は約100社、釦％以上が中国国内の外資企業との取引である。似年の
新型製作実績は約1，㈱0型、図面から起こして納品まで平均約3週間のリー
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ドタイムであり、簡単なものは1週間で対応している。顧客から提供された
部品図を金型図面に展開し、NC加工プログラミングデータに加工する。金
型図面への展開がリードタイム短縮のポイントとしており、三次元CAD
（Deleam、英国）を使い10名の設計技術者を配置している。
従業員の技術・技能蓄積に注力
現在、従業員は50名。生産現場に35名、設計10名、管理・営業5名の編成
であり、生産現場は3交代24時間操業としている。数名の年配者を除いた平
均年齢は25～6歳である。若いモノづくり人材が技術・技能を蓄積し多能工
に成長することが重要とし、社内教育に力を入れている。
45歳以下の従業員は、毎朝1時間半早く出勤し社内勉強会を続けている。
勉強会では荘氏が講師となり、金型図面の読み方、設計ソフトや加工ソフト
の講習を行うほか、社外からの講師の招碑やVTRでの研修を重ねている。
また、2過問毎の日曜日に集中研修も行っている。
こうした社内教育は勤務時間外の扱いであるが、従業員は技術・技能を身
に付けることに強い意欲を示し、教育、研修でスキルアップした成果を給与
に反映させるという仕組みを了解している。また、独身者は工場敷地内の従
業員寮に入ることを採用条件とし、雇用契約時に勤務年限を決め、その間に
退職すれば違約金を支払うこととしている。金型技術者の養成には一定年収
の経験蓄積が必要との認識のもとで、安易なジョブホップを制限しようとい
う姿勢である。
新規学卒人材は、大連軽工学院ほか全国の理工系学院、大学から採用して
いる。若手従業員からは「江氏は経営者として魅力がある」「信頼してつい
ていける」という声も聞かれ、中小企業経営者のリーダーシップがよく浸透
していることから、これまで、短期間で退職する者はいない。
また、若い人材の技術・技能養成には、NC機やCADの操作のみならず、
汎用工作機械の扱い、手作りの能力も重要とし、機械加工の経験の深い劉～
即歳代の中高年技能者を採用し若手従業員への技能移転を図っている。
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この点、当社では従業員の流動化が激しい華南地域や上海圏の事情と異な
る技術・技能蓄積環境を構築しており、そうしたモノづくり環境が大連市や
広く東北地区に培われていくことが地域の優位性となっていくのであろう。
今後の事業展開
今後の事業展開として2つの方向を示している。第一は、プラスチック成
型、プレス加工、組立まで展開することである。金型専業だけでは、大きな
設備投資に対して利益率を一定以上超えて伸ばすことが難しいとし、さらに
後加工、組立まで事業領域を広げて総売上高を拡大することで利益総額を伸
ばしたいとしている。
第二に、金型輸出の拡大である。現在、米国向けのトラクター部品のロス
トワックス金型ほか、日本、台湾、香港、メキシコなど10数カ国への輸出実
績があるが、さらに海外市場向けの各種金型の輸出を増やそうとしている。
日本市場を意識しており、日本語および英語能力のある2名の女性営業担当
社員を配置している。
（4）金型事業の創業と拡大　～精工模具有限公司
精工模具有限公司は2001年9月創業のプレス及びプラスチック金型専業
メーカーである。董率長の楊文氏は1965年の大連生まれ。経営管理専門学校
を卒業後、大連セイコー電子に勤務、妬年に個人企業として設備メンテナン
ス・修理事業を開始した。01年に私営企業登録を行い、現在、大連日通のコ
ンテナ生産用プレス金型、華帝（シンガポール）向けのプレス金型、キヤノ
ン、アルプス電気のプラスチック金型、大連櫛田建築五金の金属部品加工な
どを受注している。
売上高構成は、鵬年までは日系企業が多かったが、鵬年以降、中国ローカ
ル企業が増加し約3分の2を占め、日系ほか外資企業が約3分の1となって
いる。本来、年産4、5（氾万元の生産能力があると試算しているが、飢年の売
上は伸び悩み約150万元であった。これまでの最高売上高は5∞万元であった。
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当社としては外資企業、特に支払いについて信用できる日系企業との取引
を増やしたいと希望している。しかし、日系企業向け営業人材が弱いことが
課題となっている。一方、中国ローカル企業との取引増加は、営業展開を積
極化させ人間関係が広がったことによると分析している。
現在の資本金は300万元、100％董事長の出資である。総投資額8伽万元
従業員数は似年の30名から39名に増えている。金型設計3名、製造30名、事
務・管理5名、営業1名の編成である。製造部門では大連技術専門学校卒の
女子従業員2名が放電加工棟を操作していた。
工場面積は2，0（敗航ワイヤーカット放電加工機3台（ソディック）、放電
加工機2台（北京阿奇）、平面研削盤5台（台湾建徳）、NC旋盤2台、マシ
ニングセンター、NCフライス盤、ボール盤それぞれ1台、三次元測定器と
投影器（ミツトヨ）を備えている。
金型設計は、部品の3次元CADデータあるいはディスクで支給され、金
型図面に展開し、NC加工データを作成する。プレス金型の場合、金型精度
は±100分の1、小物を得意とし順送型も製作する。熱処理は大連経済技術
開発区内の中国私営企業の熱処理専門企業「友惟」に外注している。プラス
チック金型の場合は、金型精度±100分1、当初、キヤノン大連のカートリッ
ジ部品の金型を製作した。金型材については発注先の指定で国産材と輸入材
を使い分けている。材料の調達に問題はない。
似年の新規金型製作数は、プレス金型80型、プラスチック金型は1型のみ
であった。プラスチック金型の受注は競争が激しくなり高精度加工ができる
ことが条件となりつつあるようだ。
今後の事業展開と課題
現在、貸工場にて操業しているが、05年5月の完成を目途に大連経済技術
開発区内に自社工場を建設中である。土地面積9，0伽が、工場延べ床面積
4，2（泊が、新規設備投資除く総投資額は約1，300、1，4（氾万元、従業員数は50名
を予定している。
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金型事業の拡大展掃射こ向かう当社が、今後の課題としているのは「人材の
確保」である。現在の従業員の平均年齢は30歳、個人企業の時代から勤務し
ている「10年級」の従業員は14名を数え、技術や経営の人的蓄稀は徐々に進
んでいるようにみえる。
新工場には、こうした中堅人材に加え大学や短期大学の新卒工業系人材を
募集、経験者を人材市場から募集、経験者を他社からリクルートなどによっ
て人材確保を進めるとしている。特に、事業拡大には営業力が課題であると
し、日系企業向けの営業人材（日本語人材）の募集を強化する。日系企業の
購買担当は中国人が多いが、技術や企業信用を判断し最終決定権を持つのは
日本人責任者であるから、営業人材の日本語能力が必要であるとしている。
（5）独立創業の「想い」がかなう　～宏雷模具修復有限公司
「光伸中小企業園」lHの分譲工場に入居する安富模具修復有限公司は、
1993年創業の私営企業である。金型修理および金属部品加工を主要業務とし
ている。従業員10数名の小企業である。従業員は代表者の知り合いや人材市
場で募集した機械加工の経験者からなる。
経理の周兆清氏は52年、藩陽市生まれ。技術専門学校を卒業後、各地の兵
器工場を転勤し、その間、製造現場で各種根械加工法、金型設計・製作の実
践を重ね経験を蓄積してきた。周氏は20歳前半頃から「いつかは自分の工場
を持ちたい」「企業を創業したい」と想い続けてきた。
しかし、当時は文化大革命が続いており、改革開放はまだ数年先のことで
あった。78年の改革開放路線への転換は華南地域の沿海都市からはじまり、
東北地区の内陸諸都市にその流れが到達するには、さらにしばらくの年月を
必要とした。周氏に創業の契機を与えたのは、国有企業改革にともなう雇用
改革であった。
長春の兵器工場を最後の勤務先として約年に退職。38歳のときであった。
大連の外資合弁企業に勤めるものの、その企業は倒産する。勤務先の倒産を
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機に、93年に大連経済技術開発区内の貸工場で独立創業を果たした。その後、
02年に現在の工場を購入し名実共に「自分の城」を築いたのである。
周氏の工場は延べ床面積230rが、1階が作業場、2階に事務所、食堂、仮
眠施設を配置している。この中小企業園の工場の中には、2階を経営者家族
の住居としている中小企業もある。氏の工場購入費総額は約100万元、自己
資金の40万元で設備を購入し、銀行借入の60万元（建物価格55万元と利子5
万元）で工場を手に入れた。
新規創業企業に市中銀行が融資することは珍しいのだが、当社の場合、中
小企業団地の計画者である開発区管理委員会とディベロッパーの光伸集団が
テナント募集のために、企業設立、不動産売買、担保設定などの手続きをサ
ポートした結果、融資を受けることができた。
事業の現状と今後の展望
1階の作業場には、旋盤、平面研削盤、ポール盤、レース、肉盛溶接器、
熱処理炉がある。床には修理中のモーターが分解されてあった。
取引先は、国有企業では大連ディーゼル機関車厳、大連工作機器版、大連
鋼鉄ほか潅腸の国有企業からの依頼がある。外資系企業では開発区の日系企
業が多く、東芝、三菱電機、TDK、スター精密、JIDECO、原田工業、
最上精機、藤洋鋼材、保税区のアイリスオーヤマなどである。
金型や装置の修理は「突然」発生し、仕事は常に「特急」である。そうし
たユーザーの事情を受け止め、「どんな修理依頼も断わらずに品質で勝負す
る」「一歩、一歩、確実に積み重ねる」というのが経営者・周氏の基本姿勢
である。
そうした姿勢で対応していると、各メーカーの購買担当者が次第に当社を
覚えてくれて、大手の機械メーカーや金型専業メーカーでは手に負えない修
理の仕事が紹介で当社に回ってくるようになった。
どんな修理仕事でも厭わず引受けるといっても、当社の技術・技能で全て
をカバーできるものではない。そうした場合、それぞれ専門特化した加工技
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補・技能で一定の水準にある「仲間」の企業経営者に依頼するという。そう
した経営者同士はお互いの技術・技能の水準をよく理解しあっており、技術
的な信頼関係で結ばれている。
周氏自身、技術的な信頼関係を基本にした中小加工業ネットワークの重要
性、そこでの仕事の「持ち回り」の有効性をよく認識している。大連の中小
機械加工業の集積において、大田区などの機械加工業の集積地城に発達した
ような中小企業ネットワークの萌芽が見られるのである。
（5）切削工具の受注生産に注目　～伊達工具有限公司／大東精密模具有限
公司
中国私営企業の代表的な叢生、成長パターンを示しているのが伊達工具有
限公司／大東精密模具有限公司である。伊達工具は2α）0年に創業、総経理の
劉圃棟氏は子だくさんの家庭に生まれ家計は苦しかった。自分が技術を身に
付けることで状況を脱却しようと志し、機械加工分野に進む。大連市所属の
地方国有企業「金州刃具鍛造厳」の機械加工職場にて30年間勤務し「鉄を削
る」経験を蓄積した。
金属を正確に速く削るためには工作機械の性能もさることながら、切削工
具の良し悪Lが重要な条件となる。かつて日本の機械加工の現場でも「「刃
物」を自分で作れないと一人前の職人ではない」といわれ、切削工具の性能
が重要視された。さらにいえば、産業革命による動力革命は工作機械の発達
を促し、工作機械の発達は切削工具を発達させ、それが工作機械の性能を向
上させるという革新のスパイラルを発生させた。
機械工業、工作機械にとって切削工具の重要性を十分に認識していた劉氏
は、自分の技術・技能に自信がある切削工具の製造、販売で私営企業を創業
しようと考えた。
創業当初は、ドリル、フライス、歯削、ブローチなど切削工具サンプルを
製作し、それを持って大連経済技術開発区内の企業を回り注文を受けた。衆
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初の数年間の売上高は数十万元程度であったが、05年は約6∝）万元に達する
見込みである。主な取引先は開発区の東芝、冨士電機、三菱電機、マブチ
モーターなど日系メーカーであり、日本本社からの注文も受けている。
この間、東京、名古屋、長野県中野市へ超硬加工技術の調査にでかけ、ま
た、超硬バイトに関する特許を2件取得し、ハイテク企業く高新技術企業＞
の認定申請をしているところである。
切削工具製作の流れ
ユーザーからの切削工具の注文は、ほとんどが特注品である。工具の設計
図を提供され、それをもとに1品1品を加工する。当然、単品生産から多品
種少量である。図面を受けてから概ね2～3日で納品している。ユーザーの
指定で日本、ドイツ、スイスの超硬チップを使った切削工具を製作すること
もある。例えば、東芝タンガロイのD－20、30、40などがある。自社製品と
して三菱タンガロイのTF－15などを使ってみたいとしている。
刃物の熱処理は、単純な処理の場合は社内で対応しているが、基本的には
大連市内の熱処理専門業に外注している。中国企業では大連工作桟械願、大
連デイゼール汽車願の熱処理技術水準は高いが、金州熱処理願は大量処理向
けで当社の熱処理要求には合わない。日系企業では、似年に「多摩冶金」が
独資企業を設立している。
金型メーカーの創業
2α）0年の切削工具メーカーの創業に続き、02年に子息が金型メーカーの大
東精密模具有限公司を創業した。同社は伊達工具と日本企業の合弁企業であ
る。資本金100万ドル、中国側の出資比率は90％、日本側は東京でサービス
業を展開する在日中国人経営者である。日本側の投資は直接経営に参加する
のではなく利益配当が目的とされる。
こうして、大東精密模具は日中合弁企業として外資企業登録がなされ、税
制上の優遇や日本からの機械設備輸入の優遇措置を得ることになった。また、
大東精密模具と伊達工具は企業登録上、外資合弁企業と中国私営企業の2つ
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の会社ではあるが、工場建物、機械設備、従業員の実体は一つであるといっ
た不思議な状態となっている。
金型の製作に関しては、冷間鍛造プレス型を中心に一部、プラスチック型
を扱っている。ユーザーから二次元の部品図が供給され、当社で三次元CA
D（M－CD）で金型図面を起こす。設計担当者は専属で3名いる。主要取
引先はマブチモーターはじめ日系メーカーであり、今期から日本の商社を通
じて日本への輸出がはじまった。将来、日本のユーザーとの直接取引を希望
している。
機械設備は伊達工具と共用であるが、マキノのマシニングセンター、NC
旋盤、ワシノおよびワイダのプロファイラ研削盤、三井精機のジグポーラ、
WALTER（ドイツ）のNCフライス、クロダの平面研削盤、三菱の放電
加工機、江洲教控机床製造（江蘇省泰州）のワイヤーカット放電加工機など
精密機械加工に対応可能な設備編成となっている。
これらの設備を操作するのは、中学や高校を卒業し大連や長春の技術専門
学校（1～2年間）や機械専科（3年間）を卒業した若い人材である。特に、
長春横械専科の卒業生が現場従業員の半数を占め、会社の寮から通勤し真面
目によくやっていると評価している。以前、技術人材市場で募集したことが
あるが、国有企業のリストラ対象となった40～50歳代の人材は、10～20歳代
の若い人材に較べ、当社の特殊な技術、技能を覚えるのに時間がかかってし
まうとのことである。
新工場の計画
現在の工場は貸工場であり手狭になっているので、大連経済技術開発区内
に自社新工場を建設中である。計画土地面積6，0個がのうち第一期計画3，0㈱
誠に新工場が05年中に完成する予定である。新工場計画には日本在住の中国
人経営者が関心を寄せ、投資を前桂に視察に来るという。
父と子息、その妻の4名がコアとなり私営企業を立上げ、さらに外資合弁
企業を設立し、創業5年目にして自社新工場を実現化している。切削工具と
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金型の受注生産という新たな成長市場に着月した当社を日本在住の中国人投
資家が注月し、実際、投資を行った。これが呼び水となり日本からの投資が
続きそうである。
（7）専用設備メーカーへの展望　～大連嘉億工貿有限公司
大連嘉億工貿有限公司は、機械設備設計・製作・修理、板金製品、プレス
金型設計・製作、金属小物部品切削加工および貿易を事業領域としている。
董事長の周済民は1963年生まれ、技術専門校から電子大学に進み「金州重
型机床廠」に勤務した。重型机床廠は国有企業改革の途中であったが、周氏
は期待できる状況にはないと判断し99年に退職、軍が所有する建物を借りて
自身一人で個人企業の「金川全通機械加工廠」を創業した。
創業当初は設備製作の注文を受け、外注で部品加工し組立、調整を自社で
行いながら資本を蓄積していった。03年に法人化し資本金測万元の私営企業
「大連嘉僚工貿有限公司」となる。現在、従業員数は設計5名、機械加工20
数名、板金・溶接10数名、事務管理10数名の52名、資本金170万元に拡大し
ている。
最初に平面研磨横（杭州机床廠）を導入し、その後、設備投資を重ね、N
Cフライス（北京儀表机床廠）、汎用フライス盤3台（北京儀表机床廠、北
京第一機床廠）、外簡研磨機2台（北京第二机床蔽、上海机床廠）、NC旋盤
2台（大連能達精機）、汎用旋盤4台（大連机床廠、藩陽机床願、上海儀表
机床厳、大連第一機床廠）、ワイヤーカット放電加工機（江南電子儀器廠）、
シャーリングおよびペンディング（湖北省黄石鍛圧机床廠）などの工作嘩根
を装備している。
取引先の多様化
事業別売上高構成をみれば、設備関係が40、幻％を占め利益率も大きい。
設備関係では顧客が既に導入している生産設備をさらに増設する際に、地元
大連の企業に同様の仕様で設備製作を求める場合がある。そうしたニーズに
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応じて仕事を受注している。既存設備をモデルとして一部改良、改造し2番
機、3番機を製作するのである。これまでに粉砕装置、粉体搬送装置、紙や
布の切断装置、巻き取り装置、木材の面取り、垂直加工機などの納入実額が
ある。
板金製品は約20％の売上高シェアであり、顧客の求める仕様に応じてス
チール棚、保管庫棚、作業台、ベルトコンベアなどを製作する。金属小物の
機械加工とプレス金型製作で約20％を占める。機械加工品は主に各種治具を
受注生産している。
このように、比較的幅広い事業領域に展開しているなかで設備メーカーと
して顧客の評価を得つつあるようにみえる。大連の日系メーカーでは、事業
規模拡大に応じて必要となる生産設備をすべて日本から輸入するのではなく、
マザーマシン以外の周辺設備、装置については中国国内調達を求めている。
そうしたとき、当社のような設備の特別発注や設備改造、修理に応じる設
備メーカーは重宝される。実際、当社の顧客はアイリスオーヤマ、アイリス
生活用品、アイリス木葉、日本電産、JMS、親和測定、リョービ、トステ
ム、アルパイン、ロームといった日系メーカーが中心となっている。
外注ネットワークの形成
多様な生産設備・装置を組立てるためには、数多くの部品加工設備が必要
とされる。部品加工のすべてに対応できる工作機械を取り揃えることは現実
的ではなく、機械加工業問の受発注ネットワークを形成できるかどうかがポ
イントとなる。この点、当社の部品のとりまとめに際し、機械加工、メッキ、
塗装、熱処理、木材加工、電気制御部品などは中小加工業や処理業と外注
ネットワークを形成している。
現在、当社が入居している軍所有の土地、建物には10数社の個人企業、私
営企業が集まっており「先進小工業団地」と称している。この工場集積は、
創業しようとする起業者にとって大連経済技術開発区の土地、建物コストは
高く、最初から開発区の貸工場には入居できないという事情のもとで自然発
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生的に形成されたものである。当社の隣はメッキ工場、裏は塗装工場であり、
外注企業として取引がある。10数社同士でお互いに得意とする加工、処理の
仕事で相互に受発注関係を構築している。
中小メーカーへの期待
当社は機械加工、金型製作も手がけており、この分野での発展が期待され
るが、同時に、専用設備メーカーとしての成長、発展も強く期待される。当
社が各分野のメーカーから設備、装置の製品回あるいは改良図を受け止め、
それを部品加工図に展開し自社で担う部品加工と外注企業を窮成して加工、
処理する部品を振り分け、最終的に必要部品をとりまとめ組み立て、調整を
行い納品するといった中小メーカーになることは、大連の機棟工業集積の機
能充実を促すものとして重要な方向であろう。
周氏は長野県諏訪市の「諏訪工業メッセ」に参加し、諏訪の機械工業を参
観することで今後の展開方向を次のように定めている。第一に、機械加工の
生産性と加工精度の向上である。これまで量のある簡単な機械加工は汎用機
を使い人手をかけて対応してきたが、NC機を活用し生産性を向上させる。
汎用機では熟練技能者による高緯度加工を追求する。
第二に、専門メーカーとして特定の事業分野、技術分野に専門特化してい
くことである。日本（諏訪）のモノづくりは、各社が専門技術や製品に深く
専門特化し他社との差別化を図りつつ、分業により質の高いモノづくりを成
り立たせている。現在の大連では、どのような分野にでも展開できる可能性
が、どの企業にも開かれている。しかし、「何でもできそう」な状況は、結
果として「何もできない」状況につながる恐れがあると考えている。
当社は、当面、金属切削加工の精度向上のための設備投資と技術蓄積を進
めていく構えである。そのために、諏訪地域との関係を重視し中古工作機械
の導入や技術者OBを招精し、日本の技術管理方法を学びたいとしている。
こうした希望に対し、諏訪地域の専用機メーカーが工作機械販売と技術指導
をセットにした技術供与契約を結び、当社の設備メーカーへの展開をサボ一
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トし、将来的には当社とともに中国の専用設備市場に展開するといった事業
ストーリーの可能性を検討できないであろうか。
第3章　国有および集体金型企業の改革
第3章では、国有企業の金型部門および集体金型企業の改革について3社
のケーススタディを行う。
国有企業の改革は、78年末からの改革開放路線への転換から始まった㌔
企業経営の自主権と相応の利益を与える＜放梅譲利＞に代表される企業自主
権の拡大から始まり、国有、集体、個人、その他の所有制にある企業が連合
・融合する混合所有制が生じていく。所有制の新たな局面の発生に対応して
87年から、経営請負責任制＜承包経営責任制＞を導入し、88年末には経営請
負責任制を実施する国有大中型企業は95％にまで達した。さらに93年には社
会主義経済体制を特徴付けた「工場制」を、「産権明晰」「権責明確」「政企
分離」「科学的管理」の“16字方針”に沿った企業制度である「公司制」に
転換した。
中小国有企業に関しては、集体企業、私営企業、外資企業との提携等に
よって非国有企業への転換を進めるため経営請負、リース経営＜貸借経営＞、
株式合作制13）、売却などの方法が取り組まれた。
また、大連市の集体所有の郷鏡企業においては、株式合作制、私有制への
転換が見られる。
（1）金型部門の独立、民営化　～大連神通模具有限公司
大連神通模具有限公司の前身は、1955年に設立した固有企業の「大連低圧
開関（スイッチ）廠」の模具分廠である。大連低圧問関廠は国有企業改革の
なかで、同じく国有企業改革を進めていた「大連冷凍機廠」が民営化した
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「氷山集団」に吸収され、96年に大連低圧開閉廠模具分廠は「大連氷山集団
閲関有限公司模具分廠」となった。
さらに、氷山集団閑関有限公司は民営化を進め、03年末に「神道電機」と
「神通模具有限公司（以下、神通模具）」の2つに分離した。神通模具は資
本金1〔山万元の株式会社に転換し、52％は神通電機、総経理の徐文科氏が20
％、幹部社員が28％を所有している。
個人株の筆頭株主であるとともに経営責任者である徐氏は、55年生まれ、
中等専門学校の大連工学院を卒業後、大連低圧開関廠模具分廠に勤務し金型
製作一筋に23年間の経験を積み重ねてきている。持ち株20％分の20万元は自
己資金と親族からの借り入れで調達した。
このように、神通模具の金型専業メーカーへの転換は、国有スイッチメー
カーの金型部門が国有企業改革、民営化の流れのなかで成立したものである。
金型製造に関しては、創業から数え50年の歴史を刻んでいることになる。
独立創業後の事業経過
金型専業メーカーとしてスタートした神通模具は、従業員41名（金型設計
8名、加工製造29名、事務管理4名）と臨時工20名の陣容である。正社員41
名は国有企業時代の金型職場の人材であり、企業経営思考の転換になじまず
苦労している部分もある。
ジグポーラ（ハウザー）、NCフライス（マキノ）、ワイヤーカット放電加
工機（マキノ）、170～220トン射出成形機6台（東芝）など一定水準の設備
を備えているが、神通模具の分離独立に際し既存の設備資産を買い取れな
かったことから、神通電機と賃貸契約し賃借料を支払いながら操業している。
餉年には自社の設備投資として150万元を投資しワイヤーカット放電加工機
1台（ソディック）、NCフライス4台（南京机床廠）、マシニングセンタ‾
2台（雄坊机床廠）、測定器類を導入した。
操業1年目には8（泊～1，㈲0型を供給し売上高は約1，1（氾万元となり、前年
比4倍の伸びであった。プレス金型が売上高の約90％を占め、プラスチック
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金型は5～10％である。主な受注先は永山集団のグループ会社であり、三洋
電機との合弁企業3社からのエアコン、冷凍機、コンプレッサー部品のプラ
スチック金型、プレス金型の受注が大きい。また、同様に氷山集団と宮士電
機の合弁企業向け自動販売機部品、オムロンの医療機器部晶、JVCのカー
ステレオ部品、アルパインなど日系メーカーからの受注が中心である。その
ほか、米臥ドイツの合弁企業からの自動車部品金型も手がけている。
日系メーカーからの受注は、部品サンプルあるいは部品図面の提供を受け
て、当社の金型設計部門で2次元、3次元の金型図面に展開している。金型
材は宝山、撫順、大連の国産材が約馳％、顧客指定によるスイス材ほか輸入
材が約50％である。プレス金型部品は大連パンチ工業のものを使うことが多
い。熱処理は大連市内に企業に外注しているが、満足できる処理技術のある
ところは価格が高いのがネックである。
今後の事業展開
大連の外資メーか→が金型の現地調達を進めており、新規金型の発注は増
加傾向にある。しかし、技術的に難しいものも多い。そこで、金型製作技術
の高度化を追求することを第一の経営目標とし、日本人技術者OB（岸本善
夫氏）の技術指導を受けている。
飢年には大連市の技術開発の補助金を得て超硬プレス金型を初めて製作し
た。また、国内外の金型メーカーの視察を重ね、自社の技術水準の確認をし
ている。
05年に新江省寧海市の金塑産地を視察した。多様な金型を手がけているが、
家電製品向けの金型が中心で精度水準はあまり高くはないと理解した。今後、
富士電機のプレス金型を扱う関係で日本の金型メーカーを参観する予定であ
る。
第二には、現在地は工場が狭く周囲の住宅化が進み拡張余地がないため、
05年中に大連経済技術開発区の金型工業国に移転する予定である。約5，400
㌦の土地を確保し、金型工場のほか、1，200nfのプレス加工工場、8（泊がのプ
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ラスチック成形工場を建設し、金型製作からプレス部品加工、プラスチック
部品成形に展開することとしている。05年の売上高は1，馳0万元を目標とし
ている。
こうした今後の事業展開計画において、日本の金型メーカーと技術供与契
約を結びたいと希望している。’希望する技術供与の内容は、板金プレスとプ
ラスチック金型設計技術および金型品質管理技術である。日本メーカーから
供与された技術を使った何年間かの売上高の一定割合を支払うという契約を
イメージしている。
総経理の徐氏は金型技術者として歩んできたまじめな人物とみうけられ、
金型技術提携ビジネスの検討対象となり得ると思う。ただし、筆頭株主の神
通電機の影響力、知的財産権の専守条件を十分チェックする必要があろう。
（2）金型皇産への挑戦　～大連多利電器用品有限公司
大連多利電器用品有限公司（以下、多利電器）の前身は、大連市電子局
（現在、信息局）に属する地方国有企業である。国有企業改革のなかで「大
連永利精密塑料有限公司」に転換し、1991年に韓国の「斗南産業」との合弁
企業の多利電器を設立した。資本金366万元のうち中国側が75％を所有した。
この合弁事業は韓国より生産設備を導入し、プラスチック金型を製作してプ
ラスチック成形部品を1（氾％韓国に輸出することを狙ったものであった。し
かし、韓国の金融危機の影響で韓国側は撤退し、すべて中国側（大連市信息
局）の所有となった。
01年に多利電器の経営幹部であった宗軍氏が国有株を買い取り董事長とな
り1∝）％の私営企業に転換した。糾年に市区内から大連経済技術開発区に移
転し、工場敷地6，（X恥が、工場延床面積5，（X府がの工場を賃借し、従業員2（氾
名でプラスチック金型製作とプラスチック成形加工およびプレス金型製作と
プレス加工を行っている。
私営企業への転換は大連市のプロジェクトに位置付けられ、土地、建物に
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関する資金は大連市政府の金利補填を得ている。合弁事業に行き詰まった地
方国有企業の民営化を地方政府が支援し企業再生を求めたという構図であろ
う。
事業の内容
主要顧客はキヤノン（プリンター、複写機部品の金型と部品加工）であり、
日本電産、古河電工、親和測定、富士氷山、三洋電機など大連の日系メーカー
との取引が中心となっている。一部、日本、マレーシアなどへの輸出も行っ
ている。
似年に製作したプラスチックおよびプレス金型は、それぞれ100型以上で
あった。三次元CAD（Proin）、放電加工機4台（ソディック、三菱電機）、
ワイヤーカット放電加工機5台（マザック、アジエなど）等を装備し、350
トンまでの射出成形機40台で飢時間稼働を行っている。
従業員2Ⅸ）名の職制は、金型設計6名、金型製作技術者27名、品質検査15
名、事務営業管理15名、加工部門130名である。金型設計、製作の人材は国
有企業時代の技術者を引き継ぐとともに、武漢工業大学や津陽機電大学の金
型専攻の新規学卒人材を採用している。優秀な金型人材を採用できていると
いう。
掴年の売上高は約2，300万元であり、01年以降、2，∝氾万元を超える売上高
を継続し、利益も順当に計上している。国有企業の再生が成功しているケー
スであろう。
今後の展開と課題
当社の優位性は「スピード」である。部品図面の提供を受けてから金型設
計、製作、部品加工、部品納品まで残業、休日稼働も行い1カ月で対応し、
新規金型製作は月10セットの供給が可能としている。
金型製作のポイントは設計にあるとし、設計技術の進歩に追随することを
課題としている。有能な設計技術者は、どの金型メーカーでも求めている。
有能な人材が安定して長期勤務するために、当社では給与待遇のほか社会保
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証を充実させ定着を図っている。
金型製作と部品加工の需要拡大に対応し、さらに事業を拡大しようとして
いる。現在の工場建物のスペースはまだ余裕があるが、賃借物件であるので
開発区の「金型工業園」14，に自社工場を建設する計画がある。既に14，馳Onf
の土地を確保し、05年中に11，∝敗がの工場を建設する予定である。自社工場
の所有は、銀行融資を受ける際に不可欠であるからでもある。機械設備は担
保物件にはならないため、土地の使用権、建物所有が融資の基本条件となっ
ているのである。
大連の金型および部品加工需要は拡大しているが、同業者の競争も激しい。
これまで日系の部品加工業は少なかったが、この数年、かなりの企業が進出
してきている。例えば、キヤノンへの金型および部品供給は、中国企業は2
社しかないが日系企業は新規に10数社が入っている。普通の技術レベルの中
国企業はキヤノンとの新規取引に参入することは極めて厳しい状況となって
いる。日系部品加工業と同じ技術水準もしくは、それ以上でないと新規取引
を得ることはできないとの認識である。
当社においても、いっそうの技術水準の向上を図り、精密金型や高精度部
品加工に展開していくことが課題となっている。当面の技術課題として、精
度の高いプラスチック・ギアの金型製作技術と成型技術を追求しようとして
いる。
（3）集体企業から私営企業へ　～大連辰光模具有限公司
大連辰光模具有限公司（以下、辰光模具）の前身は、1973年設立の大連市
教育局旅順口区の中学校所属の集体企業である。日本では学校が経営する企
業（事業体）は珍しいが、中国各地では普通にみられる存在である。学校所
属の集体企業の発祥は、国家の教育財政が農村部に対して充分に行き渡らな
い状況のなかで「自力更生」のもと、学校が農業や工業に投資し学校営企業
を設立、その事業利益を学校経営に注入しようとするものであった。
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大連第揖中学校の場合、学校の建物1∝Idを使い牛乳生産を始めたことが
最初である。生徒が牧草を集め乳牛を飼育し、牛乳加工工場で生産した牛乳
を販売し3，0α）元の利益を生み出した。これを原資として中古の小型縦型射
出成形機を購入し、プラスチック部品の成型加工を始めた。さらに、金型修
理にも展開し、92年からは金型製作も行っている。
02年から農村の義務教育は教育部の予算で運営するようになったが、それ
以前は教師の人件費以外の教育運営資金は学校自身が稼ぎ出す必要があった。
現在も当社は学校運営経費の一部を負担しているが、05年からは事業経営に
専念できる予定である。
現在の従業員数は40名、その多くはこの中学校の卒業生である。総資産は
6佃万元、これまでに中学校に馳0万元を上納し、校舎の半分は当社の上納金
で建設された。
校舎の裏にある工場には、放電加工機3台およびワイヤーカット放電加工
機2台（三菱電機、泰州机床廠）、NCフライス盤3台（四川長征机床厳、
泰州机床廠）、汎用フライス盤（ワシノ、斉斉吟ホ第二机床廠）、NC旋盤2
台（大連机床廠）、汎用旋盤（藩陽第一機床廠）、150～1，（X泊トンの射出成形
機6台（台湾製、上海机床廠、鞍山第二机床蔽、三菱重工）を装備している。
学校営企業の事業の軌跡
プラスチック部品の射出成形から、金型製作に至る事業の軌跡を追ってみ
よう。88年に一つの転機があった。愛知県の名口製作所との15年間の合作契
約である。中国側の土地、建物、設備を使い、日本側は流動資金20万元と生
産技術、仕事の注文を出し部品を輸入するという内容であった。20万元で中
古の放電加工機（三菱電機）を2台導入して金型製作に活用、射出成形品を
日本に輸出した。将来は新工場を建設する計画でもあった。しかし、日本の
バブル経済の崩壊にともない日本側からの注文は途絶え、事実上、合作契約
は数年で自然中止となっている。
9ト92年から金型製作に注力しはじめた。プラスチック金型を中心に、一
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部、大連ディーゼルエンジン廠や三洋電樺向けのプレス金型を手がける。プ
ラスチック金型の製作とともに射出成形部品の加工も受注した。東芝、原田
工業、アイリスオーヤマ、親和測定、富士塑料、紀伊精横、最上精機などに
金型および成型品の納入実績がある。日系メーカー向けの金型製作と部品加
工について、日本人金型技術者OBの岸本孝夫氏の技術アドバイスを受けて
いる。
もう一つの大きな転機は、02年に所有制の転換に踏み切ったことである。
大連教育局の第億中学校所属の集体企業から、資本金5㈹万元の株式合作制
の私営企業「辰光模具」に転換した。経理の林釣華氏は拘年に第63中学校所
を卒業し、当学校営集体企業に入る。現場経験を蓄積し企業経営の責任を
担ってきたことから、私営企業の経営を引き継ぐこととなった。林氏が株式
の51％、残りの49％を2名の個人株主が所有している。
集体企業から私営企業へ所有制を転換する際に、個人が数百万元の資金を
出すことは容易ではない。この点、当社の場合、企業財務上、集体企業の所
有者の中学校（大連市教育局）に数百万元の負債があったため、負債と資産
を相殺し売却する企業資産を圧縮して財産権を私営企業所有者へ移転したと
される。従って、私営企業の株主3名は資本金の一部のみを現金出資したと
想定される。
今後の事業展開
05年の売上高予想は5～600万元、利益率10％を見込んでいる。プラス
チック・ギアなどのエンジニアリング・プラスチック部品の金型と成形技術
に挑戦するとしている。その主要な顧客ターゲットは大連のE系メーカーで
ある。そのために、精密プラスチック金型およびプラスチック成形のための
工場建崖を増設する計画である。
設備投資については、エンジニアリング・プラスチック成形に適したモー
タ一式射出成形機を導入する予定がある。設備投資資金の調達は、土地の使
用権、建物を担保として銀行借り入れを活用したいとしているが、融資資金
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だけでは足りないので売上高利益率10％を堅持し内部留保を高めることとし
ている。
当社の事業展開計画に賛同する日本企業の投資、技術合作を期待し、日本
企業には設備と技術の提供を求めている。
第4章　日系金型メーカーの進出
第4章では、日系金型メーカーの進出について3社のケーススタディを行
う。日本の金型メーカーが海外直接投資に踏み切るためには、技術の優位性
だけでは充分な条件ではない。新たな金型製作事業が成立するには、金型設
計と製作に必要な設備投資が比較的大きいため、金型を必要とする充分な顧
客の存在、および一般的な機械加工法の理解とともに金型製作法を理解でき
る技術人材が必要である。
大連機械工業で金型製作事業が成立する条件が整いつつあることから、独
資、大連の有力企業との合弁、日系合弁企業の中国国内二次展開で大連に進
出した日系金型メーカーの取り組みを見ていく。
（1）日本帰化技術者の中国での創業　一大連鴻圃精密模塑有限公司
当社の董事長、生瑞志氏（日本名、柴崎武生氏）は1959年、黒龍江省略爾
漬市生まれ。高校卒業後、旋盤、フライス盤などの機械工として働いていた
が81年、22歳の時に日本に帰化。東京都高等職業訓練学校で金型設計・製作
を専攻、その後、南武精密（品川区）、ヤスコエンジニアリング（川崎市）
で17年間勤務LCDプレーヤー、デジタルカメラ、携帯電話カバーなどの精
密金型設計・製作を担当した。
99年に大連経済技術開発区にて、金型設計・製作を行う独資企業を資本金
68万ドルで設立した。大連への立地は、以前、蛤爾濱に帰省する際に上海、
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北京、大連を訪問し、将来、中国に投資し企業設立するなら大連がよさそう
だと感じたこと、企業設立に対して大連経済技術開発区の誘致が熱心であっ
たことを進出理由としている。
粥年代当時の日本の精密金型業界は、まだ堅調であったとみる柴崎氏は、
中国での企業設立について「中国の経済成長やコストダウン兢争力を考える
と、中国の金型産業は大きく成長する」「拡大する金塑需要に対して、中国
価格に合わせて日本の技術や品質水準で金型を提供すれば企業成長が可能
だ」と考えた。
日本で在職中に蓄積した資金をもとにNCフライス2台、汎用フライス2
台、ワイヤーカット放電加工機1台、放電加工機1台を導入し、貸工場にて
従業員5名の金型工場を開設した。創業から6年目の現在、従業月は第一工
場85名、第二工場知名となっている。ほとんどの加工設備は使い慣れた日本
製で揃えている。マシニングセンター3台、NCワイヤーカット放電加工機
4台、放電加工機5台、高速棚穴放電加工機2台、NCフライス2台、汎用
フライス4台、平面研削盤類4台、NC旋盤、ポール盤、ノコ盤など、設計
設備ではグラッフイツクプロダクツ（日本）のCAM－TOOLとイスラエル
のCIMATRONのCAD／CAMを装備している。
創業当初は大連スター精密、リョービのプラスチック金型の受注から始
まった。現在は大連松下（DVDの外装、ギアなど）、キヤノン（プラスチッ
ク部品）、オムロン（血圧計などの部品）、リョービ（電動工具のカバー、内
部部品）など取引先が広がっている。取引先は、すべて大連の日系メーカー
である。創業当初からの取引先のリョービの場合、必要とされる金型は全部
当社が引受けており、また、キヤノンの場合では必要な金型2（巾、300型のう
ち20～30型を当社が担当している。プラスチック金型の精度土1，的0分の5、
樹脂製品加工精度±100分の1に対応している。
金型設計に関しては、当初は部品図面が支給され、当社で数値を3次元C
ADデータとして入力、塑図面に展開しNC加工データを出力していた。現
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在は、設計から製作までの工程短縮が求められているため、メーカーから直
接、当社に3次元CADデータが提供され、当社で塑図面を展開し、NC加
工データを出力している。メーカーの設計者が当社まで来て部品の3次元C
ADデータを作成する場合もある。
製作段階では、加工工程を分業化することによる金型の量産体制を築いて
いる。氏の経験からいえば、日本の金型メーカーでは、金型の加工から組み
上げまで優秀な技能職人が全部一人で行うことがある。確かによいものがで
きるが、優秀な技能職人を育成するには長い時間がかかる。
金型の仕事が急拡大し、製作スピードが求められている中国では、設計段
階の効率化を進め、加工段階では工程を分業化して、未熟練工が単加工工程
だけでも早く仕事を覚えられるようにすることが重要だと考えた。そして、
設備の稼働率を高めることが重要であるとし、第一工場では2交替飢時間稼
動をめざしている。
金型母材は大同特殊鋼、日立金属などの販売代理店から調達し、金型ガイ
ドパーツは大連パンチ工業のものを仕入れている。金型パーツに関していえ
ば、パンチ工業は中国の金型メーカーが購入できる価格水準であるが、ミス
ミのパーツは比較的高いと評価している。
こうした設計～製作態勢のもとで、当社の新型製作実績は月産平均30塾、
年間約3の型に達し、鵬年の売上高は約1，500万元、05年の目標は2，∝沿万元
である。
今後の事業展開
これまで金型専業メーカーとして成長してきた当社は、今後も金型設計一
製作を主軸とし、メーカーとの間で「売り塑」の直接取引を継続していくと
している。そして、金型専業メーカーとしての技術と品質水準を高め維持し
ていくために、試作成型（「試し打ち」）まではやるつもりである。
金型専業メーカーとして、大連の金型市場や大連での金型メーカーの立地
について次のようにみえるとする。マクロ的には、これまで国内外の日本企
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業が韓国の金型メーカーに発注していた金型が中国の金型メーカーへシフト
していくであろう。それは、価格が安く量産力のある中国の金型メーカーの
技術向上にともない金型の品質が上がるから。
大連の金型市場では、第一に、今後とも日系メーカーの金型現地調達が進
むことから、金型需要は増加する。第二に、大連の日系メーカーに納入して
いる中国の金型メーカーの技術、品質、信用が日本の国内メーカーや金型
メーカーに知られることにより、日本からの金型発注が増え、日本向け金型
輸出が増える
こうした見通しのもとで、当社は受注先の多様化を進め大連のユーザー向
けに8臥　日本向け輸出を2割に増やそうとしている。日本向け金型は、自
動車部品やパチンコ部品の金型を日本の金型メーカーを経由して受注し輸出
しており売上高の1割程度を占めている。
日本国内のメーカーや金型メーカー自身が中国の金型メーカーのコストと
品質を評価し外注先として活用して新規の金型発注が増加していくと、発注
者は金型の改造やメンテナンス・サービスも新規金型を製作した中国の金型
メーカーに期待していくことになる。実際、当社には日本に「金型サービス
センター」を作って欲しいとの要求が寄せられている。EI本への金型輸出の
拡大をめざしている当社として「金型サービスセンター」の設立は是非とも
早く手がけたい事業案件である。
また、これまで主にプラスチック金型を扱ってきたが、さらにプレス金型
にも展開したいとし、現在、自社新工場を建設中である。プレス金型への展
開では日本のプレス金型専業メーカーと技術提携、合作、合弁企業の設立な
どを模索している。こうした事業展開においては経営者同士の信頼関係が
もっとも重要と認識している。
（2）東北地区のトップを目指す　～大連大顕高木模具有限公司
大連大顕高木模具有限公司（以下、大顕高木模具）は、大顕集団股紛有限
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公司（以下、大顕集団）の傘下企業「大顕模具（以下、大顕模具）」と「㈱
タカギセイコー（富山県高岡市）」「住友プラスチック㈱」の合弁企業である。
資本金3，討0万元、大顕集団55％、タカギセイコー40％、住友プラスチック
5％の出資比率で02年12月設立、03年1月から操業を開始している。従業員
数は設立当初の70名から現在、180名となっている。日本人鼠在は2名。総
経理と設計、生産管理担当の副総経理であり、技術者は月1回程度の出張
ベースで来訪している。
大顕集団は、もと「大連顕像管廠」の国有企業改革の取り組みにおいて、
金型厳、プラスチック成形腋、ベアリング厳、ブラウン管版がグループ企業
として分社化し集団化したものである。その中で金型願が大顕模具となり合
弁企業に参加した。
高岡市に本社を置くタカギセイコーは創立1940年、法人改組69年、資本金
約15億4，0㈱万円、従業員約1，100名を擁する金型メーカーである。自動車部
品、オートバイ部品、携帯電話ケース、各種外装部品のプラスチック金型を
得意とする。国内生産拠点は13カ所、海外生産拠点はインドネシア、香港、
上海（2カ所）、広東省南海と大連に配置している。
大頗高木模具の金型製作
大顕高木模具は中、大型のプラスチック金型を主要産品とし、射出成形機
の能力でいえば50～1，8（泊トンに対応する金型である。具体的なプラスチッ
ク部品としては自動車内装部品、オートバイ外装部品、モニターやTVのフ
ロントカバーやボックス、エアコンパネルやグリル、各種家電のカバーなど
である。
大顕高木の最大の取引先は韓国・三星電子本社で総売上高の30～40％を占
める。家電部品を中心に天津三星電子をはじめ中国各地の三星電子グループ
事業所向け金型を製作している。韓国系メーカーでは、漆陽LG電子、天津
現代電子など、日系メーカーでは、キヤノン大連、大連東芝電視、藩陽サン
ヨー空調、天津ヤマハ電子楽器などとの取引がある。
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輸出が全体の約60％を占める。韓臥　日本の本社に納品、決済を行い、金
型は本社を通して国内外の生産事業所に送られる。日本輸出の場合、タカギ
セイコー本社に納品しトヨタ、ホンダの国内外事業所に送られる。
金型設計には35名を配属。三次元CADからCAMへの流れを構築してい
る。CADはPRO／E、AUTOCAD、SPACE－Eなど6種のCADソフトを
導入しており、発注先から部品図三次元データの供給を受け、当社で金型三
次元データに置き換える。金型図面データはNCプログラミング・データに
加工されNC機やワイヤーカット放電加工機に送られる。
加工職場にはマシニングセンター7台（東芝機械、森精機ほか）、グラファ
イト電極加工機2台（マキノほか）、放電加工機8台（三菱、ソディックほ
か）、ワイヤーカット放電加工機2台、その他汎用機械設備、三次元測定器な
ど計測機器を装備している。
04年の生産実績は大型金型を中心として約130型であった。売上高では03
年約1，500万元（金型約1（船型）、鵬年約2，700万元、05年目標は3，畑0万元で
ある。金型修理は、当社が製作した取引先の金型については受けていくが、
新規金型製作を基本としていく構えである。また、製作したプラスチック金
型による樹脂部品の「試し打ち（試作成形）」は、大顕模具の射出成形機工
場に依頼している。試作成形については、将来、自社内で行う予定である。
今後の事業展開と課題
「東北地区のプラスチック金型メーカーのトップ」になることを目標とし
て、今後、次の事業展開を進めていく。第一に、国内東北地区や全国の外資
系メーカーへの営業展開である。東北地区に関しては、プラスチック金型は
遼寧省に優位性があり技術力は藩陽より大連が上とされる。長春市の第一汽
車集団は今後の営業ターゲットである。漆陽飛機集団では金型事業に展開し
ようとしているが、プレス金型を主体としているので競合はしないとみてい
る。
全国営業展開では、タカギセイコーを通して日本に輸出し再度、中国事業
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所に送られている金型を中国現地製作・現地納品の取引に替えていく。具体
的には天津トヨタや広州ホンダに営業しているところである。その際、広州、
深別、上海、斬江省黄山の金型メーカーとの競争を意識している。特に、費
山には黄山第一模具厳、第二模具版が国有企業改革を進め私営企業に転換し
ており、強豪であるとみている。
第二に、金型技術・技能人材の充実である。東北地区の工学系大学・学院
の金型科から募集する。金型科があるのは大連理工学院、藩陽航空学院、吟
爾濱理工大学である。また、現場の技能者は技術人材市場から実務経験者を
採用する。
第三に、05年内の工場増設である。現在の工場は大顕模具から賃借してい
るが、追加設備投資を進めるためにはスペースが足りない。工場増設により、
延べ床面積4，αX）ガになる予定である。
（3）深別から大連への展開　～大連誉銘精密模具有限公司
大連誉銘精密模具有限公司は、深訓の日中合弁の金型企業が2∝）3年、大連
で金型の新会社を設立したものである。深別の日中合弁企業の日本側の出資
者は個人であり、経営は中国側に任されていた。
大連への展開理由は、まず、中国の金型市場は拡大していること、そして、
決別の金型メーカーには大連の日系メーカーから金型製作の依頼が多いこと
から、発注企業の近くに進出することにした。当然、顧客ターゲットは大連
の日系メーカーである。
総経理の徐輝氏は66年生まれ、安徽省出身。蛤爾濱理工大学を卒業後8年
間、深別で働き妻子ともども大連に移住し大連市戸籍となっている。厳冬期
のある大連だが、生活環境は良いとの印象である。しかし、企業経営者とし
てみると、華南地域と比べ大連市の政策は柔軟性に乏しいとの印象も持って
いる。華南地域を比較対象とするならば、中国のどの地域、都市の政策も
「硬い」といえよう。
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徐氏はじめ従業員約100名のうち抑名は深訓の合弁金型企業から連れてき
ている。従業員の多くは内陸諸省の出身であり、妻帯者の家族は内陸に在住
しているので単身で大連に来ることに抵抗はなかったという。当社が入居し
ている「金港企業配套園（部品企業団地）」に付随する従業員寮に入っている。
氏は「南方の人間は仕事があり生活が成り立つところへ移動するのはあた
りまえ」「やめたければ、やめてよい」「企業の活力を維持するために、どん
どん新人を採用する」「従業員は流動的なもの」と考えている。いかにも華
南地域で鍛えられた経営者の考え方である。
設計一製作～成形～塗装ふ組立まで
当社の金型事業の特色は、プラスチック金型の設計、製作、プラスチック
成形、塗装、組立まで一貫受注生産を引受けるところにある。
2階の設計部でCAD（PRO／E、AUTO－key、UG）にて金型設計を行い、
CAM（Master－CAM、スミトラン）で1階の機械加工部門にデータを送る。
機械加工部門にはワイヤーカット放電加工機4台（ソディック、三菱ほか）、
放電加工機6台（ソディック、AMTRAR、BOSS）、マシニングセンター3
台（韓国大字、台湾高峰ほか）、平面研削盤4台（KENTほか）、汎用機械加
工設備を配置し2交替で稼動させている。
金型コアの「磨き（仕上げ研摩）」が圧巻である。慄訓からきた「研摩チー
ム」（女子10名）が「竹箸」を自分でヘラ状に加工した道具と磨き粉を使い
仕上げ研摩作業を行っている。いろいろな道具を試してみたが「竹箸」の硬
さ、しなりが最も適当であったとのことである。
1階の成形部門には100トンクラスの射出成形機4台を配置し、成形した
プラスチック部品で塗装、組立が必要なものは塗装ライン、組立ラインに送
られる。全従業員約1（泊名のうち80％が男性である。機械加工工程は男性、
成形、塗装、組立工程に女性を主に配置している。
こうした生産態勢を背景にして、大顕集団から携帯電話カバーの金型製作、
成形、塗装の仕事を受注している。この携帯電話は05年中に発売する新機種
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であり、開発は韓国のNGT社、生産は大顕集団が行い、販売権をNECに
売るというものである。NECブランドの携帯電話の国際OEMの一部を当
社が担当している訳である。
今後の展望
徐氏は「遼寧省金型及び放電加工協会＜遼寧省模具及電加工協会＞」常務
委員を務めている。会員企業は40社、年2～3回の会議があり会員企業の技
術先進性などを評価、顕彰している。
そうした徐氏の将来事業展望は、第一に、今後3年間で大連金型メーカー
の中でナンバーワンの生産規模を達成すること、第二に、その次の5カ年計
画で設計から製造を行う企業のトップレベルになることと壮大である。
第5章　大連金型産業の評価と提案
第5章では、現在の大連市金型産業の評価および大連市政府が取り組むこ
とが望ましい金型産業支援施策の提案を行う。
（1）ユーザーから見た大連金型産業
以上でみてきたように、大連市では1990年代未から2000年初頭にかけて金
型メーカーが先を争うように叢生し、数年の間に急成長を果たし、さらに自
社工場の建設など拡大再生産投資に向かっている。
こうした大連金型産業の状況を金型の需要側ではどのように分析、評価し
ているのであろうか。プラスチック部品の射出成形加工を専業とする紀伊塑
料（大連）有限公司の10年の経験から探ってみよう1㌔
大阪に本社を置く紀伊産業は、飢年に日本独資企業の設立認可を受け95年
に工場建設、96年から操業を開始している。射出成形機10台、従業員数約60
名からスタートし、現在、それぞれ57台、約5∝）名にまで拡大している。そ
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れにともない当初資本金2億5，的0万円、稔投資額5億円から、2回の増資、
追加投資を行い、現在の資本金は7億円、総投資額17億5，0鵬万円となってい
る。
主要な顧客はオムロン大連であり売上高の約70％を占める。当社とオムロ
ンはすでに日本で取引関係があり、当社の大連進出はオムロンの独資進出の
際に進出を依赦されたことが契機となっている。そのほかの取引先は、すべ
て大連の日系メーカーであり、コニカ、キヤノン、富士通、アルプス電気、
松下電器などである。
家電、弱電製品メーカーの世界市場をめぐるコストダウン競争は、かつて
は日本産出製品と世界の各国産出製品との幾争であったが、現在は各国メー
カーの中国産出製品によるコストダウン競争となっている。日本メーカーの
兢争構造の変化にともない、メーカーに部品を供給する加工業も中国産出部
品によるコストダウン競争に参加せざるをえないのである。
大連金型産業の分析・評価
紀伊塑科の総経理・杉浦哲雄氏は、北京に6年半の駐在のあと糾年から大
連に赴任し、紀伊塑料（大連）の立上げから現在まで大連のプラスチック金
型産業の変遷をみてきた。94年当時、大連の地元のプラスチック金型は次の
理由から、自社の成形部品には全く使うことができなかったという。
第一に、日本と中国のメーカーの射出成形機は冷却構造が異なり、従って
金型設計の考え方も異なっていたことである。第二に、中国では成形品のバ
リにあまり気をつかわず、バリが出れば成形後に処理すればよいとする考え
であったことである。第三に、中国国産の金型母材の材質に問題があり、研
磨しても「目が出てしまう（表面が剥離し鏡面仕上げができない）」ことで
ある。これは現在も問題を残している。
こうしたことから、操業当初、金型、樹脂ペレットはすべて日本から輸入
していたが、02年から金型の現地調達を進めている。当社の成形工程は24時
間稼動であり、緊急対応が必要な金型修理は社内の修理部門が2直体制で対
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応している。この延長で新規金型製作も検討したが、新規需要を満たす供給
能力は持ち得ないと判断し金型専業メーカーに外注依存することとした。
現在、金型の現地調達率は50％を超えている。金型外注企業は総数7～8
社、すべて日系金型メーカーである。当社と取引のある日系金型メーカーで
は、大連機械工業における金型現地調達がさらに進むとみて金型設計部門の
進出、充実を急いでいる。
継続発注している金型メーカーの1社は大連鴻圃精密模塑有限公司である。
金型修理から取引をはじめた。金型材は日本製を指定し、金型製作に関する
技術指導者を入れて技術レベルアップに協力した。代表者は日本で金型製作
の経験があるので当社の要求を理解できるが、従業員の理解がまだ充分では
ないとの評価である。もう1杜は02年に進出した浅間精棟（長野県小諸市）
である。主に小型精密金型を発注している。
中国ローカルの金型メーカーを訪問し外注の可能性を探ったが、次の理由
からまだ安心して発注できるところまでには至っていないとする。
第一に、製造部門にはよい機械設備が入っているが金型設計の方法に問題
が少なくない。第二に、外観部品に対する「感性」が充分に育っていないた
め「磨き」などの仕上げ工程に難がある。第三に、試作成形後の金型修正へ
の対応が遅い。
こうした課題に対して、当社の技術スタッフが図面と金型の現物を用いて、
相手企業の技術スタッフとともに当社の品質水準に合わせるためのトレーニ
ングを重ねている。金型を含めた各機械加工分野の中国企業に複数の日本人
技術者OBが指導に入っており、工場現場では徐々に改善が進んでいること
も確かである。
例えば、以前は製造現場の床は切り子、材料、加工中の金型部品などが散
在し汚れていたが、現在の金型工場は整理・整頓が進んでいる。クリーンな
製造環境が金型の品質にも影響するのである。
大連の地元プラスチック金型メーカーの加工精度に関しては、例えば、自
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動車バンパーやTVキャビネットの10分の数ミリ・レベルの精度には対応で
きるが、プラスチック金型専業で競争していくためには、小型精密金型の2
～3ミクロン・レベルを追求していく必要があるとみている。
（2）金型産業支援施策の提案
以上のように、大連機械工業では金型産業が勃興し成長段階にあるととも
に、さらなる発展をめざすために、いくつかの課題も抱えている。この段階
で大連市政府が取り組むことが望ましいと考える金型産業支援施策について
提案する。
第一は、金型産業集積を形成するための政策的な企業誘導を継続すること
である。第二は、金型メーカーおよび中小部品加工業に向けた人材養成事業
と共同利用施設事業の展開である。第三は、中小機械工業のマーティングサ
ポートである。
金型産業集積形成の誘導
大連市は糾年に沿海港湾都市として対外開放され、天津市、上海市、広州
市とともに重点開発都市として大連経済技術開発区を整備し、積極的な外資
企業誘致を進めてきた。企業誘致の経験は深く、市や開発区の企業誘致態勢
や進出企業へのサービス対応、優遇政策の提供などは、かなり洗練されたも
のとなっている。
企業誘致経験の蓄積を踏まえ金型産業および中小部品加工業を対象にして、
日本等で「大連金型工業団地投資説明会」16）を開催するなど意欲的な誘致活
動を展開している。こうした取り組みは、今後とも引き続き計画的に進めて
いくことが重要である。
また、金型産業の集積を形成するためには、外資企業の誘致活動に加えて
大連で発祥する金型メーカーおよび中小部品加工業の支援・育成が重要であ
る。この点、02年に「中華人民共和国中小企業促進法」が成立し17）、大連市
では、05年3月を目途に中小企業促進法に沿った実施施策を立案することと
－133一
している。
大連市の約80，0榊社の中小企業のうち、優先的に発展を支援する中小企業
業種・分野として、科学技術型中小企業＜科技型中小企業＞11業種、環境保
護産業く環保産業＞2業種、農業6業種・項目、大企業との生産連関を形成
する専業中小企業＜与大企業之間専業化工協作的中小企業＞4業種・分野、
第三次産業および労働集約型中小企業＜第三産業及労働密集型中小企業＞17
業種を予定している1㌔この中で、金型および部品加工業は、大企業との生
産連関を形成する専業中小企業に位置付けられる。
多様で厚みのある金型および部品加工業集積の中核を形成する主役は、大
連で仕事と生活の基盤を培っていく地域発祥の中小企業である。国有企業の
抱えていた有為の人材や創業意欲の強い新卒者などが独立創業する私営企業
である。
先行して創業し発展を目指している金型および部品加工業に対して、市、
開発区は金型工業団地への拡大移転などのサポートを行っている。そしてさ
らに、中小企業促進法に基づく大連市の中小企業施策において、私営企業の
創業というミクロのエネルギーの発揚を強力に支援することが重要である。
金型人材養成事業
金型および部品加工業の誘致と集積形成誘導については、大連市と大連経
済技術開発区は金型工業団地や部品企業団地を整備し工業用地、工場建物、
優遇政策、各種支援サービスを提供している。土地、建物、優遇政策の捷供
は、大連市に限らず世界の産業地域が共通して取り組んでいる産業支援施策
である。企業誘致の経験の深い大連市では、こうしたオーソドックスな地域
産業政策に加え、さらに一歩踏み込んだ施策展開が望まれる。
第一に、金型人材養成プログラムの充実である。大連市の金型技術に関す
る教育は、大連理工大学金型研究所、大連軽工学院、工業技術専門学校に2
～4年間の金型コースがある。学校での教育とともに、企業の生産現場の従
業員を対象とした金型人材養成プログラムの充実が求められる。
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金型メーカーからの提案を受けて肌年から、企業の生産現場でOJTを活
用した「金型技術育成学校」と称する金型人材養成プログラムが試行されて
いる1㌔新卒者や転職者が企業の生産現場で「商品」を生産する実習を行う
というプログラムは魅力的である。この試みを重ね、地域の産学官（企業、
学校、行政）が連携するモノづくり技術者・技能者の養成制度に発展してい
くことを期待する。
現在、大連市の機械工業では個別の企業ごとに退職した日本人技術者OB
を技術顧問として採用し技術移転を図っている飽コ。モノづくり技術者・技能
者の養成制度において、大連市機械工業の技術高度化に寄与したいと考える
技術者OBに向けて、分かりやすく公正な専門家受入れシステムを組み込む
ことが求められる。
共同利用設備事業
第二に、金型や部品の「加工精度測定センター」および「金型試作セン
ター」の整備である。「精度測定・検査センター」が必要なのは、加工精度
の向上が課題となっている大連金型業界が、さらに高楕度・高付加価値を追
求するためには公的な測定・検査環境を整える必要があるからだ。
金型や機械部品を製作する場合、求められている加工精度が満たされてい
るかどうかを測定する検査工程が不可欠である。要求精度が高くなればなる
ほど精度測定は難しくなり、測定・検査機器は高価になる。そうした測定・
検査機器が稼働するのは全生産工程からみれば一瞬であり、発展途上の金型
メーカーや機械部品加工業が、それぞれで高価な測定・検査機器を装備する
ことは大きな負担となる。
公的機関として「精度測定・検査センター」を整備し、機械加工に対応し
た一連の測定・検査機器を備え、金型および中小部品加工業の開放利用に供
し、世界標準にあわせて精度、強度、材質等を公的に認註する仕組みを作る
ことが重要である。
また、金型産業を戦略産業として政策的に位置づけるのであれば、「精度
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測定・検査センター」とともに、「金型試作センター」の整備が重要である。
量産加工に入る前に組み上げた金型を用いて試作加工を行い、金型の最終調
整が必要である。金型の最終調整は金型メーカーが担うが、試作加工を金型
メーカーが行うのか、納品先企業が行うのかは契約条件によって異なる。
試作加工を金型メーカーが行う場合、試作加工用の射出成形機やプレス機
を備えるか、射出成形加工業やプレス加工業に試作を依託しなければならな
い。納品先企業が行う場合、金型の最終調整のために金型を何度か企業間を
横持ちしなければならない。
「金型試作センター」において試作部晶を加工し、金型データと加工条件
データを添付して納品先企業に送り検収を受ける仕組みは、発注企業、受注
企業ともにコスト、時間の削減効果がある。大連金型産業では「金型メー
カー側で試作加工を行う」とする受注条件を整えれば、国内外の金型需要を
引き寄せるための優位性を備えることになる。
大連市が金型人材養成プログラムの充実と「加工精度測定センター」「金
型試作センター」の整備に政策的投資を行い、適正な受益者負担の仕組みを
構築することを捷案する。
中小機械工業のマーティングサポート
現在の大連金型産業は、拡大する金型需要に供給が追いついていない状況
にある。金型メーカーは、それぞれが「目の前の仕事」を消化することで精
一杯の様子である。金型産業の「叢生期」から「展開期」への移行が観察さ
れる。大連金型産業が「展開期」のチャンスを活かして、さらに、国内の有
力な金型産地への成長を誘導することが重要である。
大連の金型産業が有力な金型産地に成長するためには、大連市を超えた金
型事業フィールドが必要である。中国国内で金型産業が叢生し成長している
産業地域がある。大連金型産業は国内の金型産業集積との競争を意識し、独
自の優位性を確立していかなくてはならない。
例えば、華南地域は家電、カメラ、パソコンや複写機などのOA機器の量
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産組立、さらに自動車産業の集積を背景にして金型産業もいっそう成長して
いこう。また、拡大上海圏では、蘇州市の県級市の呉江市、昆山市に台湾企
業が大量に追出し、中堅金型メーカーが思い切った投資を行い成長している
との報告がある21）。さらに、断江省率波市、台州市、温州市の私営金型メー
カーの動向にも注目する必要がある。
大連経済技術開発区管理委員会では、大連市内のセットメーカーと金型
メーカーや部品加工業との間で受発注商談会の開催、個別企業の受発注相談
への対応など、企業のマーティングサポートを行っている。中小金型メー
カーや部品加工業にとって有効な支援施策であることは間違いない。
こうした域内マーティングサポートに加え、今後、広域市場に対するマー
ティングサポートを展開することが重要である。当面、ターゲットとする広
域金型市場は、天津市の弱電産業、山東省の家電産業、吉林省の自動車産業
に関わる自動車部品産業ではないかと思う。それぞれの産業地城の有力な金
型需要企業を調査、抽出し、個別に大連市金型メーカーの企業情報と金型製
作美顔を紹介していく。
当初は、大連経済技術開発区招商中心が広域マーティングサポートを主導
し、取引成約実績を示しながら、大連金型産業の業界団体に広域マーティン
グサポート事業を移管していく流れを作ることを提案する。
おわりに
大連市の機械工業発展という視点からは、内需対応の国有機械工業が主体
であった段階から、外資系機械製品メーカーを中心とする量産組立・輸出基
地に移行し、現在は、外資系中小企業と私営・民営企業による部品加工業が
充実しつつある。大連市は、機械工業集積地域としての質的な高度化に向
かっている。
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大連の金型産業は、20的年を前後する新規創業が活発な段階を経て、先行創
業した金型メーカーが、大連金型工業団地に新工場の建設を進め拡大再生産
投資に向かっている。金型産業の集積形成がはじまっているのである。そこ
では、プラスチック、鋳造、プレスなどの単分野の金型製作で力量を高めて
いる企業が登場している。金型産業集積として全体が技術レベルアップに向
かい、国内外のメーカーが大連金型産業に注目する状況を期待したい。
華南地域や拡大上海圏の金塑産業では、各種金型を取り込み総合化、大型
化する企業が現れている。それを可能としたのは多様で成長する金型市場が
あるからだ。大連では自社工場を建設し規模拡大に向かう企業が相次いでい
るが、大連地域の金型需要の拡大だけに企業成長を期待するのでは限界があ
る。
大連市政府の地域産業政策おいては、今後の東北地区の旧工業基地振興の
進展と環勒港湾地域の金型市場の動向、拡大に注月しながら、大連金型産業
が「新興金型産地として国内優位性の確立」に向かう姿勢を誘導することが
重要である。「展開期」にある大連金型産業は、産業保護的な政策から競争促
進的な政策を受け止めることができる力量を備えつつある。
そして、大連金型産業が広域金型市場で優位性を確立する契機として、日
本企業との取引、技術提携、OB技術者などの専門家を通じた技術移転を
いっそう深めていく施策展開が有効であると考える。
【注】
1）ここでは機械工業とは、日本標準産業分類中分類㌶金属製品製造業、29一般機械器具
製造業、30　電気機械器具製造業、31輸送用機械器具製造業、32精密機械器具製造業
および、22プラスチック製品製造業をいう。
2つ横根工業技術の発展史や技術者・技能者の活踵については、豊崎［194ll、L・T・Cロ
ルト［1989］、鈴木〔1996］、牧野［19％］、森［1沖6］、石井［1997］、森谷［2（沿3］に詳
しい。
－138－
3）ここでは金型産業とは、金型、金型部品、治具、工具製造業をいう。
4〉私営企業とは、「企業資産は私的に所属され、従業員を8人以上雇用している営利的経済
組織」（私営企業暫定条例、1988年7月l［］）である。自然人が投資し設立した企業、ま
たは自然人によって持株支配される企業であり、放資企業、株式会社＜股扮公司＞、有限
費任公司、共同経営企業＜合伏企業＞に分けられる。また、雇用労働者を用いない個人
営業、家族経営の個人企業く個体工商戸＞も私営企業とされる（個人放資企業法、1999
年8月30日）。ただし、耗計上は「私営独資企業」に分類される（個人放資企業に関する
統計上の処理方法、2㈱年10月）。私営企業は99年3月の第九期全国人民代表大会第二回
会議にて憲法が改正され「個体経済と私営経済は社会主条公有制の重要な構成部分であ
り」「国は個体経済と私営経済の合法的権利と利益を保護する」ことが昏き込まれた。国
が個人企業、私営企業を企業改革に位置付けていく経過については、胡［2∝）3］、pP．213
、218に詳しい。
民営企業とは、所有制の観点からの企業分類である。中国の所有制による企業分類は
全人民所有制企業、集体所有制企菜、私営企業、個人企業の4つがある。前者の2つは
「公有制経済」、後者の2つは「非公有制経済」とされる。民営企業は公式に使われる名
称ではなく、地域により概念は異なる。大連市中小企業処処長によれば、株式会社化に
より国家株と個人株の混合所有制となった国有企業、株式合作利企業となった集体企業
および、私営企業、個人企業を民営企業としている。
51洩富海大連市長の時代に大連経済技術開発区日本工業団地の整備構想が取り祖まれ、そ
の過程で将来、中小企業を中心とする部品加工業の受け皿整備が重要であるとのアドバ
イスを行った。また、大連市長は、大連に進出している日系企業から定期的に意見、要望
を直接聴取する機会を設けている。
6）「産業部品センター（延べ床面積51，0榊が）」「部品加工供給センター（45，（X氾ポ）」「金
港産業部品センター（95，2（泊が）」「光伸産業部品センター（77，7（犯が）」の4カ所の部品
加工業向け標準工場団地を整備している。入居企業数は05年3月の大連経済技術開発区
日本部でのヒアリングによる。
7）大連鴻囲精密模塑有限公司／生瑞志蓋事長、大連笠芸璃密模塑制造有限公司／呉順久重
事長の談話。
引中共中央回都院美子実施東北地区等老工業基地振興的若干意見、2（氾3年10月5日。
9）大連市プレス発表資料「大連市の旧工業基地の振興目標の確定」大連市人民政府、20伽
年3月。
10）「売り型」とは、発注者に金型を納品し代金を受け取り、取引は完了する。プレス加工
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業や成形加工業から発展し金型製作まで手がけるような企業の場合、部品加工費に金型
代を含めて受注する形態がある。その場合、金型は発注者からの「頚り型」という。
川「光伸中小企業固」は、大連経済技術開発区管理委月会が中小企業団地計画を立案し、大
連の不動産開発会社の光伸集団が工事入札で落札して開発した私営の工場団地である。
開発区内には、同様の「金港中小企業団地」がある。
12）国有企業改革の経緯については、西川［2∝）3］、pp，9、魂に詳しい。
131株式合作制とは、企業改革の過程で創造された中国独自の新しい企業組織であり、株式
制と合作制を結合したものである。株式合作制の主な特徴は、①級工が全員、株式を保
有し労働者権益と出資者権益が敵合していること、（む職工大会と株主総会の結合＜職工
株主大会制＞により、聡工民主管理の原則を堅持していること、③労働に応じた分配と
株式に応じた利益配分を結合していることにある。株式合作制については、王［2（拇3］、
pp．103、1桝を参照されたい。
14〉大運経済技術開発区内に金型メーカーは10数社あり、「大連金型工業園」には10数社が入
居を決めているという。大連多利電器用品有限公司／宗軍董喜長の談話。
15）紀伊塑科（大連）有限公司／杉浦哲雄総経理の談話
16，日本では「金型展2∝）5（於・東京ビックサイト、05年4月）」にて大連金型工業路地投資
説明会を開催し、担当副市長、貌富海元市長などが日本金型工業会、大連に進出している
大手メーカー、横根工業集積地城を訪問している。
17）「中華人民共和国中小企業促進法」は、02年6月29日に全国人民代表大会を通過し、鳴
年1月1月より施行された。
181大連市中小企業局中小企業処所長／李人民氏へのインタビューおよび「優先扶持和発展
的中小企業行業目録（草案）」による。
1の大連鴻臥精密模塑有限公司／生瑞志董事長の講演資料、紀伊塑料（大連）有限公司／杉
浦哲雄総経理、大連経済技術開発区招商中心ヨ本部／侭玉林部長の談話。鴻囲精密摸塑
有限公司では糾年中に20名の工作機械オペレーターを育成し、05年には知名の金型設計、
組立などのトレーニングも含めた人材育成を行うとしている。
卸〉紀伊塑科（大連）有限公司／杉浦哲雄捻経理の談話によれば、金型および各機械加工分
野に岸本善夫氏はじめ20名を超える日本人技術者OBが技術指執こ入っているとされる。
21）蘇州市に進出した香港、台湾のパソコン部品用、半導体用等の精密金型メーカーのケー
ススタディについては、関［2∝〉51、pp，161～171、pp．勤0～誕3を参照されたい。
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